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共同研究開発契約（新素材）の解説 

 

 想定シーン   

 

 

1. 自動車部品メーカーY 社は、X 社（樹脂に添加可能な放熱に関する新素材を開発した大学発

スタートアップ）から本素材の性能および耐久性に関する検証レポートを受領した後、社内検討

を行い、正式に X 社との共同研究開発を行うことが決定した。 

2. 契約交渉においては、双方の意向として、以下の点が挙げられた。  

① X 社としては、資金調達の観点からも Y 社との共同研究開発を開始した時点、および、

一定の成果が出た時点で、それぞれ公表したい。  

② Y 社としては、研究開発の結果生まれた成果物にかかる知的財産権は自社の帰属とした

い。  

③ 他方、X 社としても、(1)上場審査や M&A に先立つデューデリジェンスにおいてマイナス評

価を受けないために、また、(2)自由度を確保して多数の企業とのアライアンスを実施し市

場を拡大して売上を増加させるために、研究開発の結果生まれた成果物にかかる知的財

産権は自社の単独帰属としたい。ただし、その場合であってもＹ社による成果物利用の用

途を限定して、当該用途以外の成果物の他社への展開が阻害されない形であれば、当

該用途においては成果物を Y 社のみが使用できるようにすることはやむを得ないと考え

ている。  

④ 協議の結果、単独発明による成果物にかかる知的財産権は当該発明を行った当事者に

単独帰属、共同研究開発の成果物にかかる知的財産権は X 社に単独帰属させた上で、

Ｙ社に対して、一定期間・一定の領域において独占権を認める無償の通常実施権を設定

することとした。  

⑤ 研究開発の進め方としては、次のとおりとする。X 社が技術者を Y 社に派遣し、 X 社およ

び Y 社の技術者が共同で Y 社の設備を用いて、本素材をポリカーボネート樹脂組成物

（量産品を念頭においた組成物）に配合し、ヘッドライトカバーの試作品を作成する。X 社

の技術者の立会いのもと、Y 社は当該試作品について、性能検査や耐久試験を行う。そ

して、性能検査や耐久試験の結果をもとに、X 社は、当該素材の表面処理を調整し、再

度、ポリカーボネート樹脂組成物への配合、試作品の製造、検査を行う。  

原則として JPO モデル契約書の想定シーンを踏襲するが、下記 X 社と Y 社につ

いて、 

【ケース１】 X 社が日本企業、Y 社が中国企業 

【ケース２】 X 社が中国企業、Y 社が日本企業 

という２つの状況を想定し、中国における共同研究開発の実施を想定したものとす

る。 

これら２つのケースが異なることによって、契約書又はその解説に違いがある場合

についてはそれぞれ解説する。  



  2  

⑥ 試作品が製品としての目処がついた時点で、Y 社は量産化のための原料の調達、量産ラ

インの準備等の作業を行う。  

3. 上記については、両社特段異論はなかったが、最大の争点は研究費の負担や研究成果に対

する報酬の有無および支払条件であった。X 社としては、共同研究開発の成果としての知的財

産権について一定期間・一定の領域で無償独占的通常実施権を設定するのであれば、Y 社が

当該共同研究開発にかかる実費や人件費に加えて、事業化に至る前段階で、研究成果に対

する報酬も支払ってもらいたいと主張した。  

4. これに対し、Y 社としては、最終的に共同研究開発の成果を事業化した場合は何らかの報酬

は払うこととするが、事業化に至る前段階の共同研究開発フェーズにおいては実費および人

件費のみの支払いとしたいとの意向を伝えてきた。  

5. 協議の結果、実費および人件費については、Y 社が負担することとした。一方、研究成果に対

する報酬については、研究成果が出てから事業化に至るまでに、Y 社内での協議検討や商流

の調整等で相当程度の時間を要する反面、事業化に至った場合にどの程度の収益が上がる

か不透明な状況であった。そこで、研究成果に対する報酬については、事業化に至る前であっ

ても、研究成果が出た時点で頭金として相当価格を支払うこととし、その後についても、商品販

売までのロードマップを策定し、その過程にメルクマールを設定し、各時点において研究成果

への対価を支払うことを取り決めた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



  3  

目次 
想定シーン ........................................................................................................................................................ 1 

◼ 1 条（目的） .................................................................................................................................................... 4 

◼ 2 条（定義） .................................................................................................................................................... 6 

中国におけるタイムスタンプ ........................................................................................................................ 7 

特許と専利の違い ........................................................................................................................................... 8 

◼ 3 条（役割分担） .......................................................................................................................................... 9 

◼ 4 条（スケジュールの作成） .................................................................................................................. 10 

◼ 5 条（経費負担） ........................................................................................................................................ 11 

中国における共同開発の費用負担の商慣習・司法解釈について ............................................ 12 

【変更オプション条項：各自負担】 ............................................................................................................ 14 

【変更オプション条項：比率で負担】 ........................................................................................................ 14 

◼ 6 条（情報の開示） ................................................................................................................................... 15 

◼ 7 条（知的財産権等の帰属および成果物の利用） ...................................................................... 17 

中国における共同開発した発明の帰属・実施権等について ....................................................... 20 

ライセンスにおける地理的範囲のオプション ...................................................................................... 23 

技術輸出入関係と届け出手続き ..................................................................................................................... 25 

◼ 8 条（ライセンス料の不返還）............................................................................................................... 30 

◼ 9 条（第三者の権利侵害に関する担保責任） ................................................................................ 31 

中国技術輸出入管理条例における特許保証関連条項について ....................................................... 32 

◼ 10 条（研究成果に対する対価） .......................................................................................................... 33 

◼ 11 条（秘密情報、データおよび素材等の取扱い） ....................................................................... 35 

◼ 12 条（成果の公表） ................................................................................................................................. 38 

◼ 13 条（第三者との競合開発の禁止） ................................................................................................. 39 

◼ 14 条（第三者との間の紛争） ............................................................................................................... 40 

◼ 15 条（権利義務譲渡の禁止） .............................................................................................................. 41 

◼ 16 条（解除） ............................................................................................................................................... 42 

◼ 17 条（期間） ............................................................................................................................................... 44 

◼ 18 条（存続条項） ...................................................................................................................................... 45 

◼ 19 条（違約責任） ...................................................................................................................................... 46 

◼ 20 条（通知） ............................................................................................................................................... 47 

◼ 21 条（準拠法および紛争解決手続き） ............................................................................................ 48 

【変更オプション条項 1：知財調停】 ........................................................................................................ 50 

【変更オプション条項 2：仲裁】 .................................................................................................................. 52 

◼ 22 条（協議解決） ...................................................................................................................................... 55 

◼契約言語 ....................................................................................................................................................... 56 

◼ その他のオプション条項 ........................................................................................................................ 57 

◼ 技術リスクに対する責任分担 .............................................................................................................. 58 

 

 

  

file://///10.122.1.22/Jetro_Public/★知的財産部/★委託調査/2021fy/オープンイノベーション/20220130_納品物/20220210JETRO確認版/kyoudou/新素材_kyoudou_chikujouari-解説版.docx%23_Toc95415694
file://///10.122.1.22/Jetro_Public/★知的財産部/★委託調査/2021fy/オープンイノベーション/20220130_納品物/20220210JETRO確認版/kyoudou/新素材_kyoudou_chikujouari-解説版.docx%23_Toc95415695
file://///10.122.1.22/Jetro_Public/★知的財産部/★委託調査/2021fy/オープンイノベーション/20220130_納品物/20220210JETRO確認版/kyoudou/新素材_kyoudou_chikujouari-解説版.docx%23_Toc95415699
file://///10.122.1.22/Jetro_Public/★知的財産部/★委託調査/2021fy/オープンイノベーション/20220130_納品物/20220210JETRO確認版/kyoudou/新素材_kyoudou_chikujouari-解説版.docx%23_Toc95415704
file://///10.122.1.22/Jetro_Public/★知的財産部/★委託調査/2021fy/オープンイノベーション/20220130_納品物/20220210JETRO確認版/kyoudou/新素材_kyoudou_chikujouari-解説版.docx%23_Toc95415705
file://///10.122.1.22/Jetro_Public/★知的財産部/★委託調査/2021fy/オープンイノベーション/20220130_納品物/20220210JETRO確認版/kyoudou/新素材_kyoudou_chikujouari-解説版.docx%23_Toc95415706
file://///10.122.1.22/Jetro_Public/★知的財産部/★委託調査/2021fy/オープンイノベーション/20220130_納品物/20220210JETRO確認版/kyoudou/新素材_kyoudou_chikujouari-解説版.docx%23_Toc95415709


  4  

 ◼ 前文  

X 社（以下「甲」という。）と Y 社（以下「乙」という。）は、本製品（第 1 条で

定義する。）の研究開発および製品化を共同で実施することについて、次のとお

り合意したので共同研究開発契約（以下「本契約」という。）を締結する。  

 

 

◼ 1 条（目的）  

第 1 条 甲および乙は、共同して下記の研究開発（以下「本研究」という｡）を

行う。  

記  

① 本研究のテーマ：甲が開発した技術を適用した、窒化アルミニウムを主体と

する高熱伝導性を有するウイスカーおよび当該ウイスカーを配合した樹脂組

成物 

（以下「本素材」という。）を成形してなるヘッドライトカバー（以下「本製

品」という。）の開発  

② 本研究の目的（以下「本目的」という。」） ：本製品の開発および製品化  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 共同研究開発（本研究）のテーマおよび目的に関する規定である。  

  

＜解説＞  

共同研究開発のテーマ（本条 1 号）  

⚫ 共同研究開発のテーマの記載の抽象度  

➢ 共同研究開発のテーマは、抽象的に規定し過ぎると双方の認識に齟齬が生じやすい。一

方、具体的に規定し過ぎると拡張や変更の度に契約修正の必要が生じる。  

➢ そこで、本条 1 号のように、ある程度の幅を持たせつつ抽象的過ぎず、かつ、具体的過ぎ

ない記載とするのが良い。  

⚫ 共同研究開発のテーマの広狭  

➢ 共同研究開発のテーマの定義は、知的財産権等の取扱いや、競業避止の範囲などに影

響する。  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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➢ 例えば、共同研究開発のテーマの定義が広すぎると、自社固有の研究成果（知的財産権

等）が共同研究開発（本研究）の成果と解釈され、本契約に従って知的財産権の帰属や成

果物の利用関係が規律される（双方が活用可能なものとなる）リスクがある。さらに、不当

に広範囲の競業避止義務が課されることにもつながり、本来は自由に研究できるべき研

究領域について活動の制限が発生する危険もある。  

➢ 他方、共同開発のテーマの定義が狭すぎると、実際は共同研究の成果であるにもかかわ

らず、本契約書の枠外とされてしまい、当該成果に関して勝手に特許出願をされてしまう、

または本来禁止したい範囲の競業行為を規制できない等の弊害を生じる可能性がある。

さらに、研究のスコープがピボットするたびに、本契約の範囲から逸脱してしまい、再交渉

を余儀なくされるリスクもある。  

➢ そこで、共同研究開発のテーマは、広すぎず狭すぎない実態に即したものとすべきであ

る。  

 

共同研究開発の目的（本条 2 号）  

⚫ 共同研究開発の目的は、両当事者の秘密保持義務の内容および範囲を画するものとしても重

要である。  

⚫ 秘密保持義務条項では、両当事者は共同研究開発の目的以外の目的で秘密情報を使用して

はならないとの条件が設けられることが一般的である（本契約では 11 条 3 項）。  

⚫ 秘密保持義務の内容および範囲を確定する際に、本条で定める共同研究開発の目的が参照

されることになる。  
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◼ 2 条（定義）  

第 2条 本契約において使用される用語の定義は次のとおりとする。  

① バックグラウンド情報  

  本契約締結日に各当事者が所有しており、本契約締結後 30 日以内に、当該当

事者が他の当事者に対して書面で、その概要が特定された、本研究に関連して

当該当事者が必要とみなす知見、データ、特許またはその他の知的財産権（出

願中含む、ここで、日本語における「特許」とは、中国語における「発明専

利」に該当する。また、日本語における実用新案及び意匠は「その他の知的

財産権」に包含される。）およびノウハウ等の技術情報を意味する。  

② 本単独発明  

  特許またはその他の知的財産権の取得が可能であるか否かを問わず、本研究の

実施の過程で各当事者が、相手方から提供された情報に依拠せずに独自に創作

した発明、発見、改良、考案その他の技術的成果を意味する。  

③ 本発明  

  特許またはその他の知的財産権の取得が可能であるか否かを問わず、本研究の

実施の過程で開発または取得した発明、発見、改良、考案その他の技術的成果

であって、前号に定める本単独発明に該当しないものを意味する。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 本契約で使われる主要な用語の定義に関する規定である。  

  

 

 

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ バックグラウンド情報として、「特許またはその他の知的財産権（出願中含

む）」を追加している。 

⚫ 「特許またはその他の知的財産権」について、日本語と中国語の定義の

確認として、「ここで、日本語における『特許』とは、中国語における『発明

専利』に該当する。また、日本語における実用新案及び意匠は「その他の

知的財産権」に包含される。」を追加している。 

②ポイント・解説について 

⚫ バックグラウンド情報の管理における中国で有効な証拠確保の手段（公

証・タイムスタンプサービス）について追加している。 

⚫ 特許と専利の違いの解説について追加している。 
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＜解説＞  

バックグラウンド情報（本条１号）  

⚫ 共同開発を始めるにあたり、最も重要な事柄の一つがバックグラウンド情報（共同研究開発契

約締結時にすでに保有していた技術情報）の管理である。  

⚫ この管理を怠ると、契約締結前に保有していた情報と契約締結後に新たに生じた情報が混在

することにより、バックグラウンド情報であることの主張立証が困難となり、各情報に関する知

的財産権の帰属が曖昧になってしまう。  

⚫ そうなると、本来単独の特許として出願できたはずのバックグラウンド情報が、共同研究開発

上の成果物とされてしまい、共有特許や相手方の単独特許となってしまうリスク（コンタミネー

ションリスク）が生じる。  

 

⚫ このリスクを極小化するため、本モデル契約では、共同研究開発の開始時点において既に各

自が保有しているバックグラウンド情報をリストにして開示・交換することの他、以下のような管

理を行うことがある。  

(i) 特許出願になじむ技術情報（例：ノウハウ・データ・ソースコード以外のもの）については特

許出願をしておく。  

(ii) (i)以外の技術情報については、公証制度やタイムスタンプサービスの利用により、共同

開発契約締結時に既に保有していたという証拠化を図る。  

 

 

⚫ JPO 本モデル契約では、バックグラウンド情報を契約締結後 30 日内に相手当

事者に提出するよう規定している。しかし、共同開発を始めるにあたり、バックグ

ラウンド情報をできるだけ早く明確にしたほうがよいので、共同開発のスケジュー

ルに応じて、バックグラウンド情報の整理・提出期間を 30 日より短縮することも

考えられる。 

中国におけるタイムスタンプ 

⚫ 中国では、証拠に対する審査が厳しい。真実性を確認するため、通常、書類の原

本を提出することが要求される。しかも、社内の一方で作った、または保有した資

料などについては完成や保有日付などが質疑されやすいので、公証やタイムスタ

ンプにて確保したほうがよい。公証手続きによって保全された証拠の証拠力は通

常の書証より高い。タイムスタンプの証拠力について、徐々に受け入れ、認めら

れるようになってくる傾向がある。公証やタイムスタンプにて確保した資料であれ

ば、十分な反証がなければ、真実性が認められ、証拠として採用されやすい。認

証手続きを経なければならない。 

（次頁に続く） 
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⚫ また、相手方による必要以上の技術情報の開示要求リスクを回避するため、本条ではバックグ

ラウンド情報を「自らが必要とみなす」ものとの定義し、開示するバックグラウンド情報の範囲を

自ら決定できることとしている。  

⚫ このように、(i)開示するバックグラウンド情報の範囲を自ら決定できるようにしておくこと、(ii)開

示したバックグラウンド情報の相手方における扱い（例：秘密保持義務、目的外使用禁止義

務、特許出願禁止義務等）を定めておくことが重要である（本モデル契約では第 11 条第 1 項

の「秘密情報」の定義にバックグラウンド情報を含めることでこの点に対処している）。 

 

「本単独発明」および「本発明」（本条 2,3 号）  

⚫ 本モデル契約では第 7 条において、「本単独発明」に関する知的財産権は当該発明を創出し

た者に帰属し、「本発明」についてはスタートアップに帰属する旨規定しているため、「本単独発

明」と「本発明」の区別は極めて重要である。  

⚫ ここでいう「本発明」とは、「本単独発明」に該当しない発明等と定義されているが、実質的には

共同でなされた発明のことを指している。  

 

  

⚫ 中国では、北京聨合信任技術服務有限公司と国家時刻配信センターと共に設立

した権威あるタイムスタンプサービス機構－聨合信任タイムスタンプサービスセン

ターのサービスを利用できる。（公式サイト：https://www.tsa.cn/html/sjcfwzx/） 

⚫ なお、外国で形成した資料については、元々公証認証してから、初めて中国で証

拠として使う。現在、要求は緩和しているが、公文書類について、依然として公証

手続きをする必要がある。また、外国のタイムスタンプ機構で確保したタイムスタ

ンプ資料は、中国で認められる実例はまだない。理論上、外国タイムスタンプ機

関の主体資格証明と信頼性などを証明できれば、認められる可能性があるが、

これらの資格証明と信頼性証明の提出も複雑かつ面倒なので、中国で証拠とし

て使う可能性があれば、中国のタイムスタンプ機構で確保したほうがよい。 

（参照）JETRO「中国におけるタイムスタンプの活用について」（2019 年 9 月） 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20190927.pdf 

特許と専利の違い 

⚫ 日本語の「特許・実用新案・意匠」に対応する中国語は「発明専利・実用新型専

利・外観設計専利」であり、「専利」は「特許」に対応する語ではない。契約書の日

本語版・中国語版においてこの点を明確にしているか否かに注意すべきである。 

https://www.tsa.cn/html/sjcfwzx/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20190927.pdf
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◼ 3 条（役割分担）  

第 3条 甲および乙は、本契約に規定の諸条件に従い、本研究のテーマについ

て、次に掲げる分担に基づき本研究を誠実に実施しなければならない。  

① 乙の担当：本素材を用いた本製品の設計、製作および本製品の特性の評価  

② 甲の担当：技術者の派遣。乙と共同しての本素材を用いた本製品の設計、製

作。乙の前号の評価の結果を基にした、本素材の表面処理の調整および配合

量の検討。乙の本製品の特性の評価への立会い。  

2 甲および乙は、前項の役割分担に従い本開発を進めるものとするが、開発過

程において、役割分担が不明確である事項があれば、双方は友好的に協議した

うえ、分担を決める。また、一方当事者の担当事項には、相手当事者の協力が

必要である場合、相手当事者に連絡し、相手当事者は必要に応じて、協力する

ものとする。 

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 両当事者の役割分担（担当業務）を定めた規定である。  

⚫ 共同研究開発契約は、基本的にはそれぞれの役割分担（担当業務）の範囲内で、誠実に研究

開発を行い、その成果を報告し合う義務を相互に負う、準委任契約であるという考えが有力で

ある。請負ではないので、契約中に特記事項がない限り、一定の成果を求められることはな

い。  
  

＜解説＞  

役割分担の範囲の考え方  

⚫ 役割分担は、双方の認識の齟齬を回避すべく、当事者間で認識のすり合わせをしておく必要

がある。これを怠ると、ある役割については双方ともに全く着手がなされていないということにな

りかねない。  

⚫ もっとも、共同研究開発が未実施あるいは開始直後の段階では詳細な役割分担を決めること

が困難である。また、共同研究開発の進行に伴って発生する新たな役割（作業）が不明である

ことからも、詳細な役割分担を定めることは困難であろう。  

⚫ そのような場合においても、本条のように、役割分担の大きな枠組みについてだけでも規定し

ておくことが望ましい。双方が合意した「枠組み」があれば、後に役割分担の詳細を協議する際

もスムーズだからである。  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 想定シーンとして、甲が製品設計・製作にも関与することを想定し、役割分担を

追記している。 

⚫ 第 2 項として、役割分担についての不測の事態に対応するための協議及び協

力義務条項を追記している。 

②ポイント・解説について 

追記・変更なし。 
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◼ 4 条（スケジュールの作成）  

第 4条 甲および乙は、本契約締結後●週間以内に、前条に定める役割分担に従

い、本研究テーマに関する自らのスケジュールをそれぞれ作成し、両社協議の

上これを決定する。  

2 甲および乙は、前項のスケジュールに従い開発を進めるものとし、進捗状況を

逐次相互に報告する。また担当する業務について遅延するおそれが生じた場合

は、速やかに他の当事者に報告し対応策を協議し、必要なときは計画の変更を

行うものとする。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 共同研究開発（本研究）の具体的内容として、スケジュールの定め方を規定する条項である。  

  

＜解説＞  

⚫ どのようなタイミングで両者が協議し、具体的なスケジュールや研究テーマ等をどのように確定

し、どのように本研究遂行中の問題を解決していくかを決めておくことが重要である。  

⚫ 本条では、本契約の締結後速やかにスケジュールを定めることとなっているが、契約締結時に

詳細なスケジュールを定めることは困難である場合も多い。そのような場合は、契約締結時に

大まかなスケジュールだけでも定めておき、研究開発の進行に応じ、その都度スケジュールを

具体的なものにアップデートしていくことが望ましい。 

⚫ 事業会社の稟議の都合などで、スタートアップがイメージしているよりも報告書や成果物の納

品時期が早く、想定外にスケジュールがタイトとなることがある。そのような事態を回避するた

めにも、大まかなスケジュールだけでも事前に合意しておくべきである。  

 

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ スケジュール遅延を防止するため、期間を具体化している。 

②ポイント・解説について 

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 5 条（経費負担）  

第 5条 乙は、本研究を行うにあたって生じた経費（甲が費消した研究開発にか

かる実費および人件費、職務発明創造に関する奨励・報酬を含む。ただし、

それらの基準及び金額については事前に乙の同意を得るものとする。）を、書

面によって別途合意されない限り、全て負担しなければならない。  

2 本研究を行う過程において、書面によって別途合意しない限り、購入した設

備、材料などの所有権は、全て乙に帰属するものとする。 

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 本研究に必要な経費を誰が負担するかを定める条項である。共同開発の費用負担は各自が

それぞれの分担範囲で行うというのが日本の長らくの商慣習であった。しかし、近年のオープ

ンイノベーションの流れに鑑み、本条のように、資金力の豊かな当事者が費用を負担するとい

うケースも散見される。 

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 中国専利法（日本の特許法・実用新案法・意匠法に該当）では、職務発明創

造を完成させた発明者に対し、雇用者である企業は、奨励・実施報酬を支払

うことが義務付けられている（中国専利法第 15 条）。本ケースでは、乙（自動

車部品メーカーY 社）が、原則として、共同研究開発に係る全ての費用を負担

する前提としているため、乙の経費負担に、甲（スタートアップ）が自社の従業

員に支払うべき職務発明創造の奨励・実施報酬に要する費用を含むことを明

記している。 

⚫ 基準及び金額を事前に合意する記載を追記している。 

⚫ 第 2 項として、本研究に用いる購入物品の所有権の帰属を、費用を支出する

乙に帰属するものとして明確化している。ただし、ＪＰＯモデル契約書に記され

ている通り、研究開発成果である知的財産権についてはその限りではない

（後述）。 

②ポイント・解説について 

⚫ 上記条文変更についての解説をポイントに追記した。 

⚫ 知的財産権の帰属に関する中国の関連法令等を解説に追記した。 

⚫ 変更オプション条項を追記した。 
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⚫ 共同研究開発の実施場所、研究・開発担当者、購入した設備の所有権等が契約終了後どちら

の当事者に帰属するかについての規定を定めることも考えられる。 

 

  

＜解説＞  

研究開発の経費と知的財産権の帰属  

⚫ スタートアップが提供する素材や技術情報が本研究や本製品の開発において重要な意味を持

ち、他方、スタートアップの役割分担に要する費用が高額な場合は、本条のように事業会社が

全費用を負担するということもある。  

⚫ 日本では、事業会社としては、研究開発の経費の多くを負担する場合、実質的には共同研究

開発契約ではなく、研究委託契約であるとの理解の下、本研究の結果創出されたすべての知

的財産権は事業会社に帰属すべきという主張をしがちである。  

中国における共同開発の費用負担の商慣習・司法解釈について 

⚫ 一方、中国においては、日本のように共同開発の費用負担を各自がそれぞれの

分担範囲で行うような商慣習はなく、通常、負担主体である各当事者の経費負担

の金額又は比率を共同研究開発契約書に明記することが一般的である。本件の

ように、一方当事者のみが経費を負担するケースは少なくない。中国企業は日本

の商慣習（共同開発の費用負担は各自がそれぞれの分担範囲で行う）ことを知ら

ないため、経費負担を明確に契約上に規定することは重要である。 

⚫ 乙が全ての経費を負担するよう規定しているが、費用負担の範囲がどこまでカバ

ーできるかについては紛争を生じやすいため、想定される費用の種類を可能な限

り明確に提示したほうがよい。例えば、中国では、共同開発であっても、職務発明

創造を完成した従業員に奨励・実施報酬を支払う必要がある。当該費用は、通

常、従業員と労働関係を有する会社が負担すべきであるが、本ケースでは、甲に

おいて発生した費用を全て乙が負担することから、甲の従業員に対する職務発明

創造の奨励・報酬がこの経費の範囲に含まれるかどうかを明記したほうがよい。 

⚫ また、必要性に応じて経費支出すべきであることが重要となる。甲の費用を乙が負

担することから、甲が無駄に経費を使用するリスク、例えば、技術者派遣の際の出

張費用が高すぎる、あるいは人件費の設定基準が高すぎる、といったことは乙にと

って不利であり、本研究にもプラスの影響を与えない。よって、経費の基準及び支

出のための手続きについての規定を定めることが考えられる。 

⚫ 本ケースでは、購入した設備の所有権について追記した。 
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⚫ しかし、研究開発の費用負担は、スタートアップが開発に携わる人を出していることに対応する

負担であり、当該費用を負担していることが直ちに成果物の知的財産権の帰属主体となること

を正当化するものではない。  

⚫ 他方、共同研究開発の結果生じた知的財産権の取得のための対価は、成果物創出への貢献

度等を踏まえて定められるべきものである。通常、かかる知的財産権を発明者でない者が獲

得するためには、別途それに見合った対価を支払う必要がある。 

 

 

スタートアップが知的財産権を保有する重要性   

⚫ 事業会社としては、研究成果に係る知的財産権を取得できずとも、研究成果を（一定の範囲

で）独占的に利用できれば事業戦略上支障はないはずである。  

⚫ そこで、双方が研究成果に係る事業を成功させるべく、スタートアップが自社で知的財産権を

保有することの重要性にも配慮し、スタートアップに知的財産権を帰属させつつ、事業会社に

事業領域や期間等の面で一定の限定を付した独占的利用権を設定することで調整すること

が、創出された発明の最大活用の観点からは望ましい。  

⚫ スタートアップが自社で知的財産権を保有する重要性とは、  

➢ ①知的財産権を単独で保有することで事業基盤が強固になり、利益を創出する力が高

まる点、および  

➢ ②資金調達の際に、投資家に対して、知的財産権の単独保有を通じて事業上の強みを

高める旨の説明ができる点 

⚫ ここで、中国では、「最高人民法院による技術契約紛争事件審理の法律適用に

おける若干問題に関する解釈」（2020 改正）第 19 条第 2 項によれば、技術開発

契約の当事者の一方が資金、設備、材料等の物質条件を提供するのみ又は補

助的な作業を担当するのみで、他方の当事者が研究開発作業を行った場合、委

託開発契約に該当する、とされている。一方、2021 年 1 月 1 日から施行された

「民法典」第 859 条によれば、委託開発の完成された発明創造について、法律で

別途規定されている状況又は当事者の間に別途約定した状況を除き、専利の出

願権は研究開発者に属する、とされている。 

⚫ 本件の役割分担からみれば、両当事者とも研究開発に参加するので、事業会社

が経費をすべて負担しても、上記解釈において委託開発契約とみなされる可能

性は低いが、本契約第 7 条のように、知的財産権の帰属に関して規定しておくこ

とが極めて重要である。 

⚫ 中国では、委託開発でも共同開発でも、開発できた技術成果の権利帰属につ

き、当事者双方は約定できる。しかも、約定があれば、約定を優先的に適用する

ものとされる。双方が共有するか、どちらの当事者一方に帰属するか、何れも約

定できる。経費の負担主体にかかわらず、当事者一方に帰属するとの約定は、

中国において違法または不当ではない。 
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にある。  

⚫ 事業会社がスタートアップと対等なパートナーとして付き合う姿勢があれば、スタートアップのコ

ミュニティにおいてもそれが認知され、他のスタートアップからコンタクトされることが期待でき、

さらなるイノベーションへのアクセスが容易となる。  

⚫ 事業会社は、自社の事業戦略上の必要性を超えた要求をしていないかを常に確認し、スタート

アップと Win-Win となる条件で契約を締結することが、結果として、新たなイノベーションへのア

クセスを高め、それにより長期的な繁栄（Sustainability）がもたらされるということを忘れてはな

らない。  

 

 

【変更オプション条項：各自負担】  

甲および乙は、本研究を行うにあたって自己に生じた経費を、書面によって別途

合意しない限り、甲乙各自が負担しなければならない。  

 

【変更オプション条項：比率で負担】 

1 甲および乙は、本研究を行うにあたって生じた経費について、書面によって

別途合意しない限り、甲が○○％、乙が○○％で負担しなければならない。 

2 前項の経費については、双方共に同意したうえで、使用できる。 

 

  

⚫ 中国では、ハイテク企業、テック・スタートアップ企業に対し、税金、奨励金などの

優遇措置がある。中国政府（地方政府含む）は、ハイテク企業、テック・スタートア

ップ企業を認定する際に、企業の知財権保有状況、特に特許の保有状況を考慮

する。よって、知財権の保有はスタートアップにとってより重要である。 

＜解説＞  

⚫ 中国では、当事者一方の負担の形以外では、双方が共同負担するケースも多

い。一方負担より、共同負担の場合、リスクとコストを共同して負担することにな

るので、事業会社の負担をある程度で軽減できる。しかも、双方が共同負担すれ

ば、一方が無駄に経費を使うことを避けることができる。 

⚫ 共同負担の場合、各自負担と比率で負担するとの選択肢がある。各自負担のメ

リットとしては、決算がより簡単であり、かつ各方は各自の経費を節約できるよう

に進めると考えられる。比率で負担する場合、総額を計算したうえ、さらに比率で

分担する必要となり、比較的面倒であるが、メリットとしては、自己負担の部分が

全体に占める比率を明確にして、一方当事者の役割分担における経費が予想外

に増加するリスクも双方が分担することになる。 
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◼ 6 条（情報の開示）  

第 6条 甲および乙は、本契約締結後 30日以内に、各自のバックグラウンド情報 

（もしくはその概要）を書面で相手方に開示し、特定しなければならない。 

 

2 甲および乙は、本契約の有効期間中、本研究に関して得られた技術情報を速

やかに相手方当事者に開示する。ただし、第三者との契約により当該開示を禁

止されているものについては、この限りではない。   

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 両当事者がバックグラウンド情報と契約有効期間中得られた本研究に関する技術的情報

を相手方に開示する規定である。  

  

＜解説＞  

⚫ バックグラウンド情報のうち、特許出願等に馴染むものについては、コンタミ防止の観点か

ら、相手方に開示する前に特許出願等を済ませておくことが望ましい。 

 

⚫ ただし、特許出願等を済ませていたとしても、特許出願等の内容が公開前の場合は、相手方

に開示するかどうかを慎重に判断する必要がある。  

⚫ また、バックグラウンド情報は、「本研究に関連して当該当事者が必要とみなす知見 …」である

から、これに該当しない情報、つまり、本研究に関連しない情報や本研究に必要でない情報ま

で開示しないように注意する必要がある。  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 開示すべき技術情報について、「本研究に関して得られた」ものであることを

明確にした。 

②ポイント・解説について 

⚫ バックグラウンド情報の事前権利化、情報開示における証拠確保について

の注意事項を追記した。 

⚫ バックグラウンド情報の事前権利化することについて、必要に応じて、相手側の

所在国においても権利化するかについて注意する必要がある。例えば、バックグ

ラウンド情報を日本において特許出願したものの、中国で出願していなければ、

中国では自由に利用できる技術となるため、競争相手が利用可能となり、双方

当事者とも不利な状態となる。 
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⚫ 自社の合法的な利益を守るため、相手に情報を開示する際に、証拠を確保した

ほうがよい。つまり、相手に何時にどのような情報を開示したか、証拠を保留した

ほうがよい。 

⚫ 証拠保留の方法としては、相手に書面にて情報を提示した場合、受領シートなど

の受領証明をサイン・捺印させることが考えられる。電子情報を提示した場合も、

受領の返事を要求し、かつこれらの受領証明資料をきちんと保存したほうがよ

い。 
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◼ 7 条（知的財産権等の帰属および成果物の利用）  

第 7条 本単独発明にかかる知的財産権は、その発明等をなした当事者に帰属する

ものとする。甲および乙は、相手方に対し、各自の本単独発明にかかる知的財

産権に基づき、相手方が本製品の設計・製造・販売行為をすることを許諾す

る。許諾の条件は別途協議の上定める。  

2 甲は、乙に対し、下記の条件で乙が本研究の開始以前から甲が保有する別紙  

●●に定める特許権（以下、「本バックグラウンド特許権」という）に係る発

明を実施することを許諾する。  

記  

ライセンスの対象 ：本製品の設計・製造・販売行為    

ライセンスの種類 ：非独占的通常実施権を設定  

ライセンス期間   ：本契約締結日から～●年●月●日。ただし、期間が満了

する 60 日前までに、いずれかの当事者が合理的な理由

（ライセンスの必要性が消失した場合を含むが、これに

限られないものとする）に基づき更新しない旨を書面で

通知しない限り、1 年間の更新期間で、同条件で自動的

に更新されるものとする。 

サブライセンス  ：原則不可。ただし、［グループ会社名等］に対するサブラ

イセンスは可能  

ライセンス料   ：ライセンス期間中に乙が販売するすべての本製品の正味販

売価格の●％（外税）    

地理的範囲     ：全世界  

3 乙は、甲に対し、前項のライセンス料の計算のため、本契約締結日以降、［期

間］毎に、当該期間の販売状況（販売個数・単価、その他ライセンス料の計算

に必要な情報を含む。）を当該期間の末日から 15日以内に書面で報告するとと

もに、同 30日以内に当該期間に発生したライセンス料を支払うものとする。  

4 乙は第 2 項のライセンス料を甲が指定する銀行口座に振込送金する方法によ

り支払う。振込手数料は乙が負担する。  

5 本条のライセンス料の遅延損害金は年 14.6％とする。  
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6 本発明にかかる知的財産権は、甲に帰属する。ただし、甲が本契約 16条 1項 2 

号および 3号のいずれかに該当した場合には、乙は、甲に対し、当該知的財産

権を乙または乙の指定する第三者に対して無償で譲渡することを求めることが

できる。  

7 甲は、乙に対し、下記の条件で乙が本発明を実施することを許諾する。  

記  

ライセンスの対象：本製品の設計・製造・販売行為  

ライセンスの種類：本契約締結後●年間は独占的通常実施権を設定し、その後

は非独占的通常実施権を設定する。ただし、本契約締結後 

●年間を経過する前であっても、正当な理由なく乙が本発

明を 1年間実施しない場合には当該期間の満了時より、ま

たは、乙が本発明を乙の事業に実施しないことを決定した

場合には当該決定時より、非独占的通常実施権を設定す

る。  

ライセンス期間 ：本契約締結日～●年●月●日は独占的ライセンス 

●年●月●日～本発明にかかる知的財産権の有効期間満了日

までは非独占的ライセンス 

サブライセンス ：原則不可。ただし、［グループ会社名等］に対するサブライ

センスは可能    

ライセンス料  ：無償    

地理的範囲    ：全世界 （解説にオプション例を記載） 

8 甲および乙は、本研究の遂行の過程で発明等を取得した場合は、速やかに相手

方にその旨を通知しなければならない。相手方に通知した発明が本単独発明に

該当すると考える当事者は、相手方に対して、その旨を理由とともに通知する

ものとする。ただし、本素材を配合したポリカーボネート樹脂組成物またはヘ

ッドライトカバーに関する発明については、本発明であると推定されるものと

する。 

9 甲は、自らの費用と裁量により、本発明について特許出願を行うことができ

る。ただし、乙のみが本発明のうちの特定の発明について、または特定の国に

ついて特許出願を希望する場合、乙がその費用を負担し、乙の名義で当該発明

についてまたは当該国について当該特許出願をなすことにつき、乙は協議を求

めることができる。 

10 前項ただし書により乙が特許出願を行った場合においては、乙は、甲に対し、

出願後●年間、当該発明の独占的許諾権および再実施許諾権を無償で設定する

ものとし、その後は無償の非独占的通常実施権を設定するものとする。 

11 甲および乙は、相手方の同意なくして、相手方から開示等を受けた技術情報

（バックグラウンド情報を含む。）およびサンプル、本研究の遂行の過程で相

手方が創作した本単独発明、考案またはその他の相手方が取得した技術情報も

しくはノウハウについて、日本を含めたいかなる国にも特許、実用新案、商



  19  

標、著作権またはその他のいかなる知的財産権も出願または登録してはなら

ず、いずれかの当事者がこれに違反した場合は、その違反した当事者に当該出

願または登録に関する権利またはその持分を無償で譲渡すべき旨を請求するこ

とができる。 

12 甲および乙は、本発明または本研究の開始以前から甲が保有する別紙●●に定

める特許権に係る発明に改良、改善等がなされた場合、その旨を相手方に対し

て速やかに通知した上で、当該改良、改善等に係る成果に関する発明が本発明

または本研究の開始以前から甲が保有する別紙●●に定める特許権に係る発明

に準ずる発明のいずれに相当するかを協議の上確定し、本条の定めを適用し

て、取り扱うものとする。 

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 本共同開発に関わる知的財産権等の帰属や成果物の利用について定めた規定である。本モ

デル契約では、本共同研究以降のスムーズな製造・販売への移行が見通せる状況を想定した

上で、共同研究の発明等の成果をスタートアップ側に権利帰属させることについて事業会社か

らの理解を得るため、本発明にかかる知的財産権の権利の帰属と同時に、その後のライセン

ス条件についても定める内容としている。 

⚫ 他方、素材分野では、共同開発後にも製品販売までに長期を要するケースも多い。その際は、

特許権等のライセンスにかかる詳細な取り決めは、別途ライセンス契約として締結することで、

共同研究開発の契約をシンプルにすることも選択肢である。  

⚫ ライセンス料率を決定するためには、スタートアップが提供する特許等の希少性や重要性、本

製品の市場規模、販売価格や製品寿命、あるいは本製品の付加価値における当該特許等の

貢献度など、個別のケースに応じた幅広な検討が必要である。 

 

 ＜解説＞  

知的財産権の帰属の考え方  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 第 2 項に、●●に定める特許権の略称を「（以下、「本特許権」という）」と追加

した。 

⚫ 後の第８，９条を考慮し、「本バックグラウンド特許権」の定義を明確化した。 

⚫ 地理的範囲のオプションを解説欄に追加した。 

⚫ 改良発明について適用するライセンス条件について明確化した。 

②ポイント・解説について 

⚫ 共同開発した発明に関する専利出願権や権利の共有、技術輸出入に関する

法令について解説した。 
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⚫ 知的財産権の帰属の決定方法は、  

➢ ①誰が発明したかを問わず、いずれかの当事者に単独帰属させる、  

➢ ②全て当事者間の共有、  

➢ ③当該知的財産等を発明した当事者に帰属、  

➢ ④当事者間で都度協議、  

に大別できるが、共同で開発した知的財産権については、創出された発明の最大活用の観点

から、スタートアップに単独帰属させることを積極的に検討することが期待される。  

 

 

⚫ 現状では、知的財産権の共有は、次の点からスタートアップにとって好ましくない。  

中国における共同開発した発明の帰属・実施権等について 

⚫ 中国「民法典」第 860 条の規定によれば、双方当事者が別途約定した場合を除

き、共同開発で完成した発明創造についての専利（特許・実用新案・意匠）出願

権は双方当事者の共有となり、一方当事者が当該出願権を放棄した場合、別段

の合意がない限り、他方当事者は単独または第三者と共同で出願でき、専利権

を取得した場合、前記出願権を放棄した一方当事者は当該専利権を無償で実施

できる、とされている。 

⚫ また、同第 861 条では、共同開発で完成したノウハウ成果の使用権、譲渡権及

び収益の分配方法については当事者間で約定するものとし、約定がない又は不

明確な場合、同じ技術法案が専利登録される前において、双方当事者はいずれ

も使用と譲渡の権利を有する、とされている。 

⚫ 中国「専利法」第 8 条によれば、二つ以上の単位又は個人が協力して完成した

発明創造、一つの単位又は個人がその他の単位や個人の委託を受けて完成し

た発明創造については、別途合意がある場合を除き、専利出願権は完成した単

位又は個人、あるいは共同で完成した単位又は個人に帰属する。出願が認可さ

れた場合は出願した単位又は個人が専利権者となる。 

⚫ したがって、中国法の下では、共同で開発した知的財産権については帰属を当

事者の合意により約定でき、明確に約定しなければ、共有するものとみなされ

る。片方当事者に単独帰属させたい場合、本契約にて明確に規定することが重

要である。 

⚫ また、改良発明について、中国法では、特段な約定がなければ、改良発明は改

良方に帰属する。また、平等ではない条件で一方が改良した発明を相手方に帰

属させる約定は、不法的に技術を独占することに該当し、無効になるおそれがあ

る。よって、改良発明の権利帰属について、事前に明確に約定したほうがよい。

しかも、約定の際に、当事者双方にとって平等的にするよう留意すべきである。 
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➢ 特許権を共有にする場合、日本法の下では、当該特許発明の実施は、契約で特段の制

限をかけなければ各共有者が自由に実施できる（特許法 73 条 2 項）ものの、当該特許の

第三者へのライセンスは共有者の許諾がなければ原則としてなし得ない（特許法 73 条 3 

項）。 したがって、例えば、ものづくり系のスタートアップが、第三者に自社プロダクトの製

造・量産を依頼するにあたり当該第三者に共有特許をライセンスする必要がある場合、事

業会社からライセンスの許可をとらなければならない。しかし、事業会社の社内決裁に時

間を要することで事業のスピードが低下したり、そもそもライセンスの許可が下りず、計画

が頓挫するといった可能性も否定できない。  

➢ また、共有特許に係る共有持分の譲渡についても、共有者の同意が必要になる 

（特許法 73 条 1 項）。例えば、スタートアップが M&A による EXIT を目指す場合、 M&A 

のスキームによっては当該特許の共有持分を個別に買主である企業に譲渡する必要

が出てくる場合があり、事業会社の許諾が必要となる。そして、当該許諾を適時に得ら

れなければ、当該 M&A に対する支障となる。  

➢ 以上は日本法を前提とする。共有特許制度に関する法律の内容は国によってもまちまち

であり、グローバルビジネスにおいては、各国の法制に沿って対応する必要があるが、ス

タートアップにとってこれも大きな負担となる。  

 

⚫ 中国「専利法」第 14 条によれば、「専利出願権又は専利権の共有者の間で権利

の行使について約定がある場合はその約定に従う。約定がない場合、共有者は

単独で実施するか、あるいは一般許諾方式によって第三者に当該専利の実施を

許諾することができる。第三者に当該専利の実施を許諾する場合、受け取った

使用料は共有者の間で分配しなければならない。前項が規定する状況を除き、

共有する専利出願権又は専利権の行使については共有者全員の同意を得なけ

ればならない。」とされている。 

⚫ つまり、中国法の下では、共有者の間に共同専利権の実施及び許諾に関する特

段の約定がない場合であっても、一方当事者が当該専利に対する実施や第三

者への一般許諾方式によって実施を許諾することについて、他方当事者の許諾

は必要ではない。 

⚫ したがって、スタートアップだけではなく、共有者である事業会社も同じくスタート

アップの許諾を得る必要がなく、自己意思に基づいて当該特許発明の実施及び

一般許諾方式によって他者に当該専利の実施を許諾することができる。すなわ

ち、契約で特段の制限をかけなければ各共有者が自由に実施できる。 

（次頁につづく） 
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⚫ 結論として、オープンイノベーションを成功させるためには、研究成果についての知的財産権

の共有は極力避けることが望ましい。仮に共有にせざるを得ない場合であっても、上記弊害が

生じないよう、予め、共有者の権限範囲などを約定し、第三者に対するライセンス・譲渡につい

ての同意条項を規定するなどの配慮をする必要がある。  

 

 

成果の利用についての考え方  

⚫ 研究成果についての権利をスタートアップに単独帰属させる場合は、共同研究開発契約締結

時に、事業会社に当該権利について一定の範囲での独占的な利用権の設定を含むライセンス

条件の設定を予めしておくことなどにより、両当事者の納得が得られる整理を模索すべきであ

る。  

⚫ 本モデル契約では、本発明にかかる知的財産権について、本条 6 項で甲に帰属させ、同 7 項

で事業会社に対して本製品を販売等する範囲で独占的通常実施権を設定している。  

⚫ もっとも、事業会社が本製品を販売等するためには、その他のスタートアップの知的財産権（具

体的には、スタートアップによる単独発明にかかる知的財産権や本研究の開始以前からスタ

ートアップが有している知的財産権）の利用権もあわせて設定しなければならないことがある。  

⚫ そこで、本モデル契約では、単独発明にかかる知的財産権の処理については別途協議すると

し（本条 1 項）、本研究の開始以前からスタートアップが有している知的財産権のライセンスに

ついては、ランニングロイヤルティの方式でライセンス料を計算している（本条 2 項～5 項。な

お、ライセンスすべき知的財産権は特許権しかないことを前提としている）。  

⚫ このように個別にライセンス料を設定する方法の他にも、10 条の「研究成果に対する対価」の

中に同ライセンス料を含ませる方式もある。この場合には、10 条の「研究成果に対する対価」

の金額に、ライセンス料を加味した額を設定することとなる。  

➢ 本条においては、本発明のライセンス料を無償としているが、10 条に定める研究成果へ

の対価の額や、本発明の汎用性や実用性などを加味し、これを有償にすることも考えら

れる。  

➢ また、本条では事業会社に「独占的通常実施権」を設定しており、スタートアップ自身が実

施することも確保されているが、「専用実施権」（特許法 77 条）を設定した場合には、特段

の定めをしない限りスタートアップ自身が対象発明を実施できなくなる。両者の違いに注

意が必要である。 

⚫ ただし、共有する専利出願権を第三者へ譲渡する場合は、共有者全員の同意を

得なければならない。上記と同じく、もしスタートアップが M&A による EXIT を目

指す場合、 M&A のスキームによっては当該特許の共有持分を個別に買主であ

る企業に譲渡する必要が出てくる場合があり、事業会社の許諾が必要となる。そ

して、当該許諾を適時に得られなければ、当該 M&A に対する支障となる。 
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⚫ 上記の実施権の設定に加えて、本発明に係る知的財産権をスタートアップに単独帰属させた

場合、状況に応じて、事業会社に当該知的財産権買取の交渉オプションを与える、あるいは、

独占的通常実施権の独占期間の延長を協議に基づき認める条項等を入れることで、事業会

社に配慮するケースもあろう。  

 

 

 

⚫ さらに 13 条で、一定期間の競業避止義務を定めることで、知的財産権をスタートアップに帰属

させることによる事業会社の懸念にも配慮している。  

⚫ 本条では、「競業する事業」の範囲が明確とならないという問題も生じ得ることから、具体的な

企業名や製品の特徴を列挙することも検討すべきである。  

⚫ なお、ライセンス期間について、本件では素材が最終的に製品化されて市場で流通するように

なるまでに相当期間を要し、当初設定したライセンス期間では、ライセンスに基づき実際に最

終製品を販売できる期間が極めて短くなってしまうおそれがあり、事業会社に不都合である。

そのため、一定のライセンス期間を確保する要請がある。 

他方、徒にライセンス期間を長期化させると、製品化を断念した場合等、ライセンスの必要が

ない場合にもライセンスが残存することとなり、スタートアップに不都合である。  

⚫ そこで、ライセンス期間は契約締結から一定期間（●年間）としつつも、合理的な理由に基づき

更新拒絶をしない限り、ライセンスが自動更新されるものとした。このような建付けにすることに

より、契約締結後に判明するライセンスの継続の必要性等を加味しながら、ライセンス期間を

柔軟に設定することができる。  

➢ 中国法の下、「独占許可」（日本法の「専用実施権」に該当する）を設定した

場合には、特段の定めをしない限りスタートアップ自身が対象発明を実施で

きなくなる。事業会社に専利実施権を設定する場合、各実施権の法的意味を

留意する必要があり、本件では条件付きの「普通許可」（日本法の通常実施

権に該当する）又は「排他許可」（日本法の独占的通常実施権に該当する）を

設定することが考えられる。  

ライセンスにおける地理的範囲のオプション 

⚫ 本発明の独占的/非独占的通常実施権の設定については、JPO モデル契約書

における「一定期間後に全世界に対する非独占的通常実施権を設定する」以外

のオプションとして、一定期間後に、「地理的範囲」を限定した独占的通常実施権

を設定する、例えば、事業会社の所在する国・地域（【ケース２】であれば「日本

国」とする）のみ独占的通常実施権を引き続き設定し、その他の地域を非独占的

通常実施権を設定することとして、事業会社に配慮する手段もある。 
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スタートアップの事業継続性リスク  

⚫ スタートアップに権利を単独帰属させる場合、事業会社としては、スタートアップが事業に失敗

し、破産等、事業継続が困難になった場合、本研究の成果に係る知的財産権が事業会社に対

して本条所定のとおりにライセンスされず、本製品の製造等に支障を来すのではないかという

懸念を持ちがちである。  

⚫ そこで、本条では、スタートアップに経済的不安が生じた場合には、スタートアップから研究成

果に係る知的財産権の譲渡を受けることができるようにした（「事業会社の指定する第三者」

は、事業会社のグループ会社や知財管理会社に帰属させる場合を想定している）。  

⚫ ただし、スタートアップが破綻に瀕している状況下での知的財産権の譲受は詐害行為取消（倒

産手続上は否認権行使）などのリスクがあることから、実際に知的財産権の譲渡を受ける場合

には、スタートアップにおいて事業再生手続などを利用するなどして、債権者の一定の関与の

もとで譲渡手続きを進めるのが適切といえる。  

⚫ また、当該スタートアップの価値の大部分を知的財産権（およびこれを開発することのできる人

材）が占めるのであれば、事業会社としては、知的財産権の譲受ではなく、当該スタートアップ

自体を買収することも検討に値する（無論、債権債務関係が承継される点には留意が必要で

ある）。  

⚫ スタートアップ破綻時のリスクとして、事業会社に与えられた通常実施権が当該特許権を取得

した第三者に対抗できるかという点については、日本では、「通常実施権は、その発生後にそ

の特許権・・・を取得した者に対しても、その効力を有する。」と規定する当然対抗制度（特許法

99 条）の対抗力の範囲の問題となるが、現時点では、判例の蓄積が存在しない。よって、差止

請求権の不行使およびその対価という、通常実施権に関する主たる法律関係はともかく、独占

特約、実施報告義務などの付随的な法律関係についてまで当然に対抗できるかどうかは、議

論の余地がある。 

 

 

⚫ また、中国「民法典」第 860 条第 2 項の規定によれば、共同研究の一方当事者

が明確に専利出願権を放棄し、他方当事者が出願して専利権を取得した場合、

専利出願権を放棄した当事者は当該専利を無償で実施できる、と規定している。 

⚫ したがって、特段の約定がなければ、中国法の下、共同でなされた本発明につい

て甲（スタートアップ）のみに専利権を帰属させたとしても、乙（事業会社）は出願

した専利を無償で実施できることに留意が必要である。 

⚫ 中国では、実施許諾権について国家知識産権局に届け出る場合、権利の譲受

人に対しても、その効力を有する。つまり、権利が譲渡されても、元の権利者との

実施許諾契約が依然として有効である。しかし、国家知識産権局で届出手続きを

していない場合、善意の第三者に対抗できない。善意の譲受人は通常実施権を

回収し、実施停止を要求できる。 
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技術輸出入関係と届け出手続き   

⚫ 契約の両方当事者は中国企業と日本企業であり、双方の間の権利帰属、譲

渡、実施許諾はいずれも技術輸出入に該当する可能性がある。中国「技術輸

出入管理条例」によれば、技術輸出入の場合、技術分野によって、輸出入禁

止、輸出入制限、輸出入自由の三種類がある。本件の技術分野は基本的に

は輸出入自由の技術に該当すると考えるが、具体的には、開発できた技術内

容を中国政府が発行した輸出入の制限・禁止リストを参照する必要がある。輸

出自由技術に該当する場合、事前に政府の許可を得る必要はないが、中国企

業の現地商務部門に契約を届け出る必要がある。 

【ケース１】甲が日本企業であり、乙が中国企業である場合 

➢ 本研究開始前の甲が保有している特許権を乙に実施許諾することは、技

術輸入に該当する。技術輸入契約を乙の所在地の商務部門に届け出る

べきである。同届け出証明はライセンス料を日本に振り込む際に、銀行か

ら要求される可能性がある。よって、届け出しない場合、ライセンス料の送

金に影響を与えるおそれがある。なお、実施許諾契約として国家知識産

権局に届出るべきである。届出しなくても、契約の有効性に影響を与えな

いが、善意の第三者に対抗できない。 

➢ 日中の企業が共同開発した本発明を日本企業に帰属させることは、中国

からみれば、技術輸出に該当する。理論上、技術輸出契約として乙の所

在地の商務部門に届け出るべきであるが、特許出願前のこのような技術

輸出について、届け出しなくても、あまり不利な影響はない。実務上、届け

出しないケースも多く、当局も審査しない。 

➢ 本発明を乙に無償に実施許諾することは、技術輸入に該当する。理論

上、技術輸入契約を乙の所在地の商務部門に届出るべきであるが、無償

なので、送金の問題がなく、届け出しなくても、不利な影響がない。なお、

実施許諾契約として国家知識産権局に届出るべきである。届出しなくて

も、契約の有効性に影響を与えないが、善意第三者に対抗できない。 

（次頁につづく） 
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【ケース２】甲が中国企業であり、乙が日本企業である場合 

➢ 本研究開始前の甲が保有している特許権を乙に実施許諾することは、技

術輸出に該当する。技術輸出契約を甲の所在地の商務部門に届出るべ

きである。なお、実施許諾契約として国家知識産権局に届出るべきであ

る。届出しなくても、契約の有効性に影響を与えないが、善意第三者に対

抗できない。 

➢ 日中の企業が共同開発した本発明を中国会社に帰属させることは、中国

からみれば、技術輸入に該当する。理論上、技術輸入契約として甲の所

在地の商務部門に届出るべきであるが、特許出願前のこのような技術輸

入について、届け出しなくても、あまり不利な影響がない。実務上、届け出

しないケースも多いし、当局も審査しない。 

➢ 本発明を乙に無償に実施許諾することは、技術輸出に該当する。理論

上、技術輸出契約を甲の所在地の商務部門に届出るべきであるが、無償

である場合、届け出ができない。なお、実施許諾契約として国家知識産権

局に届出るべきである。届出しなくても、契約の有効性に影響を与えない

が、善意第三者に対抗できない。 

⚫ 上記の技術輸出入契約届出と実施許諾契約の届け出以外、技術契約の認定登録

手続きもある。同手続きも中国企業の所在地の商務部門に実施するべきである。 

⚫ 技術契約として認定登録されたら、技術の収入につき、税の優遇措置を求めること

ができる。 

⚫ 改正前の技術輸出入管理条例の第 27 条には、「技術輸入契約の有効期間内に

改良した技術の成果は、改良した側に帰属する。」と規定されていた。改正後の技

術輸出入管理条例には、同条項は削除された。当該条項の削除により、改良技術

が改良した側に帰属するという強制的な規定がなくなったため、当事者双方はより

自由に契約できるようになった。例えば、「技術提供者と改良者の双方が改良技術

を共有する」という内容で契約することができるようになった。しかし、中国「民法

典」第 875 条「互恵原則」、第 850 条「独占・技術進歩の妨害を禁止」の規定によ

れば、契約が著しく不平等である場合、契約が無効であると認定される可能性が

ある。例えば、一方が自ら改良した技術を他方に無償で提供することを要求するこ

と、ライセンス契約の中に排他的付与条件を定めることなどは、避けたほうがよい

と考える。 

（次頁につづく） 
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参照：中国「民法典」 

第 875 条 当事者の互恵の原則に従い技術譲渡契約には、特許を実施し、または

ノウハウを使用後改善した技術成果の分配方法を約定することができる。約定が

なく、または約定が明確でなく、本法第 61 条の規定によりなお確定できない場合、

当事者の一方が改善した技術成果については、その他の当事者は分配を受ける

権利がない。 

第 850 条違法に技術を独占し、技術の進歩を阻害し、または他人の技術成果を侵

害する技術契約は、無効とする。 

 

⚫ 改正前の技術輸出入管理条例の第 29 条には、技術輸入契約に含めてはならない

制限的条項とし、「技術輸入契約の有効期間内に改良した技術の成果は、改良し

た側に帰属する。」と規定されていた。改正後の技術輸出入管理条例には、同条

項を削除された。しかし、中国｢技術契約紛争事件審理の法律適用における若干

問題に関する最高裁判所の解釈｣第 10 条によれば、改良を禁止または制限する

条項は、民法典 850 条の｢技術の違法独占｣に該当し、関係約定が無効であると判

断されるおそれがある。よって、本製品の改良を禁止できないので、改良後の取り

扱いを事前に約定したほうがよい。改良の取り扱いを約定する際にも、平等と公平

で約定しなければならない。 

 

参照：中国｢技術契約紛争事件審理の法律適用における若干問題に関する最高

裁判所の解釈｣第 10 条 

下記の状況は、民法典 850 条の｢技術の違法独占｣に該当する。 

①契約対象技術の改良､又は改良した技術の使用を制限する条項、または双方は

改良技術を交換する条件が平等ではない。一方が自ら改良した技術を無償で相

手方に提供するよう要求し、お互いに有利な条件ではなく相手方に譲渡し、改良技

術の知財権を無償で独占または共有することを含む。 

…… 

 

⚫ 改正前の技術輸出入管理条例の第 25 条、現行同条例の 24 条によれば、技術輸

入契約の提供者の保証責任が規定されている。つまり、「技術輸入契約の提供者

は、その提供する技術が完全で、蝦疵がなく、有効で、約定された技術目標を達成

できることを保証しなければならない。」。したがって、日本企業側が中国企業側へ

知的財産権を譲渡する場合、技術の完成性保証責任を負わなければならない点

に注意すべきである。例えば、契約の中で「技術の到達できる技術目標」を明確に

約定することが必要である。 
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【コラム】製造委託の際の実施許諾  

⚫ 自ら量産設備を揃えることが資金的に困難なスタートアップにとって、自社プロダクトの量産を

第三者に委託することが時として必須となる。  

⚫ ここで注意しなければならないのは、日本では、第三者に特許製品の製造を委託する行為が

特許法第 73 条第 3 項により他の共有者の同意を要する行為に該当するとされることがあると

いうことである。  

⚫ この点、過去の裁判例から、製造委託に関しては、第三者に対する実施許諾には該当しない

として、特許権が共有の場合であっても他の共有者の同意なく、これを行うことが可能な場合

がある。 

⚫ ただし、その要件として、①スタートアップから受託者に関する指揮監督、②委託者（スタートア

ップ）による製造物の全量引取りなどを具備する必要がある。  

⚫ なお、上記要件において特許の共有者の同意なく製造委託が可能であることは、日本独自の

取り決めであり、日本国外においては、一般的になんらかの許諾が必要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 中国では、中国「専利法」第 14 条によれば、専利出願権又は専利権の共有者の

間で権利の行使について約定がある場合はその約定に従う。約定がない場合、

共有者は単独で実施するか、あるいは一般許諾方式によって他者に当該専利の

実施を許諾することができる。他者に当該専利の実施を許諾する場合、受け取っ

た使用料は共有者の間で分配しなければならない。前項が規定する状況を除

き、共有する専利出願権又は専利権の行使については共有者全員の同意を得

なければならない。とされている。 

⚫ つまり、中国法の下では、共有者の間に共同専利権の実施及び許諾に関する特

段の約定がない場合、当事者は当該専利に対する実施や第三者への一般許諾

方式によって実施を許諾することについて、他方当事者の許諾は必要ではない。 

⚫ したがって、共有の場合でも、スタートアップは、共有者である事業会社の許諾を

得ずに、量産を第三者に委託することができる。 
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【コラム】知的財産権の帰属バリエーション  

⚫ 本条では本発明にかかる知的財産権は全てスタートアップに帰属と規定しているが、その他、

以下のようなバリエーションがある。  

① 発明者主義：発明をした発明者が在籍する主体に知的財産権が帰属する。スタートアップ

と事業会社の従業員が共同で発明をしたら、双方共有の知的財産権となる。知的財産権

法のデフォルトルールに沿っており、直感的にフェアな条件であり、合意しやすい。  

② すべて共有：発明者が誰であろうと、本発明にかかる全ての知的財産権をスタートアップと

事業会社の共有とする（持分割合について、等分にする場合や貢献度に応じて定める場

合がある）。知的財産権法のデフォルトルールからすると、実際に開発業務を行ったスター

トアップの従業員が発明者となるケースが多いと思われるが、事業会社が共同研究開発

にかかる費用を支払っていることに鑑みると、事業会社が支払う額によっては「すべて共

有」とすることも妥当な落としどころとなる場合もある。ただし、知的財産権を共有とした場

合、各自の権利行使について原則として共有者の承諾が必要となるというデメリットが発

生することから、共有権者の権限範囲を明確に約定して、単独で知的財産権を行使できる

よう事前の同意を得ておくことが望ましい。  

③ 分野を決めてそれぞれ単独帰属とする方法：共有にかかる知的財産権は活用が難しい。

特に、第三者への許諾が共有権者による同意が必要であるとの約定があれば、スタート

アップとしては、自社の技術を横展開していろいろな企業に使って欲しいのに、共有にか

かる特許権を第三者ライセンスすることにつき、事業会社の同意が得られないケースも存

在する。そこで、本件においても、多くの用途に適用しうる新素材の汎用的な発明はスター

トアップに単独帰属、本製品（ヘッドライトカバー）に特有の発明は事業会社に単独帰属、

とする整理も考え得る。  
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◼ 8 条（ライセンス料の不返還）  

第 8条 乙は、本契約に基づき甲に対して支払ったライセンス料に関し、計算の

過誤による過払いを除き、本バックグラウンド特許権および本発明にかかる

知的財産権、前条 12 項にかかる知的財産権（以下、「本特許権等」という）

の無効審決が確定した場合（出願中のものについては拒絶査定または拒絶審

決が確定した場合）を含むいかなる事由による場合でも、返還その他一切の

請求を行わないものとする。なお、錯誤による過払いを理由とする返還の請

求は、支払後 30 日以内に書面により行うものとし、その後は理由の如何を

問わず請求できない。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 支払われたライセンス料についての不返還を定めた条項である。  

 

 ＜解説＞  

 

 

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 「本特許権等」の定義を明確化している。 

②ポイント・解説について 

⚫ 中国専利法に基づく解説を追加している。 

⚫ 中国専利法によれば、権利者の悪意がある状況を除き、権利が無効された場

合、既に支払ったライセンス料などを返還する必要がない。よって、本条の規定

は特に法律に違反しない。 

⚫ しかし、甲に確かに悪意がある場合、例えば、本特許権が無効となるべきもので

あると明らかに知っていながら、実施許諾してライセンス料を徴収した場合、乙が

返還を求めることができるか否かは議論になる可能性がある。 
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◼ 9 条（第三者の権利侵害に関する担保責任）  

第 9条 甲は、乙に対し、本契約に基づく本製品の製造、使用もしくは販売が第

三者の特許権、実用新案権、意匠権等の権利を侵害しないことを保証しない。  

2 本契約に基づく本製品の製造、使用もしくは販売に関し、乙が第三者から前項

に定める権利侵害を理由としてクレームがなされた場合（訴訟を提起された場

合を含むが、これに限らない。）には、乙は、甲に対し、当該事実を通知する

ものとし、甲は、乙の要求に応じて当該訴訟の防禦活動に必要な情報を提供す

るよう努めるものとする。  

3 乙は、本特許権等が第三者に侵害されていることを発見した場合、当該侵害の

事実を甲に対して通知するものとする。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ ライセンス対象となる特許権等の非保証を定めた規定である。  

⚫ 1 項の特許非保証を前提として、2 項は、ライセンシーが第三者から訴訟提起された場合のラ

イセンサーの協力義務を定めたものである。  

  

＜解説＞  

⚫ ライセンスの対象となる特許等については、第三者の権利侵害がないことを保証する（いわゆ

る「特許保証」）のが当然だという考え方になりがちである。  

⚫ しかし、特許保証を行うことは、ライセンサーのリスクが非常に高い。スタートアップと事業会社

の間の適切なリスク分配という観点からは、特許保証までは行わないという前提で他の条件を

定めることが適切である。仮に、特許保証をするにしても、「甲が知る限り権利侵害はない」「甲

は権利侵害の通知をこれまで受けたことはない」ことの表明にとどめるべきである。  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 追記・変更なし。 

②ポイント・解説について 

⚫ 中国技術輸出入管理条例の特許保証関連条項に関する解説を追加した。 
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中国技術輸出入管理条例における特許保証関連条項について   

⚫ 中国法の下、ライセンスの対象となる特許等について、第三者の権利侵害がな

いことを保証することは一般的である。 

⚫ 特に 2019 年改正前の「技術輸出入管理条例」第 2４条では、技術輸入の場合、

輸入技術の実施により第三者の権利を侵害する場合、譲渡人が責任を負担する

と明確に規定している。よって、2019 年改正前の時点では、【ケース１】の状況は

技術輸入に該当するので、甲の不侵害の非保証は無効であり、第三者の権利を

侵害する場合、依然として甲が責任を負担すべき、となる。 

⚫ 2019 年改正後では、譲渡人が第三者への権利侵害の責任を負担するとの内容

が削除された。よって、現行法からみれば、特許保証までは行わないという前提

で甲の協力義務のみを定めることについては、特に中国法を違反しない。 

⚫ 可能な限り、「第三者の権利を侵害する場合、甲は責任を負わない」ことをさらに

明確に規定することも考えられる。 
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◼ 10 条（研究成果に対する対価）  

第 10 条 本研究が所期の目的を達成した時は、乙は、甲に対し、下記の定めに

従って研究成果に対する対価を支払うものとする。  

  

記  

① 本製品が別紙●●所定の性能を達成した時：●円  

② 本製品を用いたヘッドライトの試作品が完成した時点：  

   甲乙別途協議した金額（ただし、●円を下回らないものとする。）  

③ 本研究の成果を利用した商品の販売が開始した時点：  

   甲乙別途協議した金額（ただし、●円を下回らないものとする。）  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 本研究の完了後、事業化に至るまでにおける、研究成果に対する報酬の支払を定める規定であ

る。  

  

＜解説＞  

研究成果の対価交渉の方針・考え方   

⚫ 「想定シーン」で述べたように、研究成果が出てから事業化に至るまでに、事業会社の社内で

の最終製品の開発・生産準備や商流の調整等で相当程度の時間を要する上に、事業化に至

った場合にどの程度の収益が上がるか不透明である場合が少なくない。  

⚫ そこで、研究成果に対する報酬については、事業化に至る前であっても、研究成果が出た時点

で頭金として相当価格を支払うこととし（本条①）、その後についても、商品販売までのロードマ

ップを策定し、その過程にメルクマールを設定し、各時点において研究成果への対価を支払う

ことを取り決め、ただしその額について別途協議の上定めるものとした（本条②③）。  

⚫ この②や③の対価の額の交渉に時間を要することも考えられるが、あくまでも金額が合意でき

てから作業を開始するのが原則であるから、スタートアップとしてはその交渉期間中に②や③

に係る作業だけを進めること（特に、その成果を事業会社側に共有すること）は、程度問題では

あるが、避けたい。  

⚫ そのため、②や③の対価に係る交渉は、収益性等の考慮事項の数値が見えてきた段階で、早

めに始めておくことが望ましい。  

  

研究成果に対する報酬発生有無および報酬額  

⚫ 研究成果に対する報酬の有無およびその支払額は、  

➢ a.共同開発した知財の帰属、  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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➢ b.実施権の許諾範囲、  

➢ c.競業避止の範囲、  

➢ d.納品物とその利用範囲、および  

➢ e.製品のターゲット市場の規模や期待収益  

などを考慮して交渉・決定されるべきものである。  

⚫ 本モデル契約では、「① 本製品が別紙●●所定の性能を達成した時」に頭金を支払うこととし

ている。この金額の設定においては、  

➢ 研究開発で発生する経費（実費＋人件費）は事業会社が負担する形としている点、  

➢ 共同開発された知財はスタートアップの単独帰属としている点、  

➢ 事業会社は共有知財について一定期間・一定の領域で無償独占的通常実施権の設定を

受ける点、 

などを踏まえつつ、事業化に至った際の製品の市場性や利益率等などの経済性、本製品の付

加価値における当該特許等の貢献度、そしてライセンスフィーとのバランスなど、個別のケー

スに応じた幅広な検討が必要である。  

⚫ 他にも、例えば共同研究開発を開始してすぐにスタートアップから開発における重要度の高い

知財が事業会社に提供される場合、研究の成否を問わず、契約締結のタイミングで一時金の

支払いを設定するという選択肢もあり得るだろう。  

  

【コラム】 マイルストーン方式  

⚫ 上例のように、オープンイノベーションにおいて、事業会社の事業の進捗に応じて、スタートアッ

プに対して、段階的に対価を支払う形式をマイルストーン方式といい、その場合の対価をマイ

ルストーン・ペイメントと呼ぶ。  

⚫ 本条では、研究成果に対する報酬の支払条件を定めるにあたってマイルストーン方式を採用し

ている。  

⚫ この点、創薬の分野では、特許等のライセンス料の支払条件を定めるにあたり、マイルストー

ン方式が広く採用されているが、他の分野ではほとんど実績がない。  

⚫ しかし、研究成果に対する報酬をマイルストーン方式で支払うことは、資金調達を常に実現しな

くてはならないスタートアップ側の事情と、事業の見通しが不確定な状況では多額の対価を支

払いたくない事業会社側の事情とを調整する、一つの有効な方法ではないかと期待されてお

り、今後、オープンイノベーションを進めるにあたり、他分野でも導入を検討すべきである。  

⚫ 創薬の分野でマイルストーン方式の採用が進んだ背景としては、マイルストーンの指標として、

治験の進行度に合わせたフェーズ（1～4 まである）や、各国の行政機関（例：日本では PMDA）

による薬事認証が存在するので、マイルストーン達成の客観性が担保されている点が指摘で

きる。  

⚫ 他の分野においてもマイルストーン方式を導入する際は、マイルストーンの指標について、そ

の達成（支払条件の具備）につき客観性を担保できるようにしておくことが重要である。  

⚫ 本モデル契約においては、頭金●円の支払が発生する条件を「①本製品が別紙● ●所定の

性能を達成した時」と定め、マイルストーンの指標を客観的に定めようとしている。 
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◼ 11 条（秘密情報、データおよび素材等の取扱い）  

第 11条 甲および乙は、本研究の遂行のため文書、口頭、電磁的記録媒体その他

開示および提供（以下「開示等」という。）の方法および媒体を問わず、ま

た、本契約締結の前後にかかわらず、甲または乙が相手方（以下「受領者」と

いう。）に開示等した一切の情報およびデータ、素材、機器およびその他有体

物、本研究のテーマ、本研究の内容および本研究によって得られた情報（別紙

●●に列挙のものおよびバックグラウンド情報を含む。以下「秘密情報等」と

いう。）を秘密として保持し、秘密情報等を開示等した者（以下「開示者」と

いう。）の事前の書面による承諾を得ずに、第三者に開示等または漏えいして

はならない。  

2 前項の定めにかかわらず、次の各号のいずれか一つに該当する情報について

は、秘密情報に該当しない。  

① 開示者から開示等された時点で既に公知となっていたもの  

② 開示者から開示等された後で、受領者の帰責事由によらずに公知となったも

の  

③ 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負わずに適法に開示等された

もの  

④ 開示者から開示等された時点で、既に適法に保有していたもの  

⑤ 開示者から開示等された情報を使用することなく独自に取得し、又は創出し

たもの  

3 受領者は、秘密情報等について、事前に開示者から書面による承諾を得ずに、

本目的以外の目的で使用、複製および改変してはならず、本目的のために合理

的に必要となる範囲でのみ、使用、複製および改変できるものとする。  

4 受領者は、秘密情報等について、開示者の事前の書面による同意なく、秘密情

報等の組成または構造を特定するための分析を行ってはならない。  

5 受領者は、秘密情報等を、本目的のために知る必要のある自己の役員および従

業員（以下「役員等」という。）に限り開示等するものとし、この場合、本条

に基づき受領者が負担する義務と同等の義務を、開示等を受けた当該役員等に

退職後も含め課すものとする。  

6 本条第 1項および同条第 3項ないし第 5項の定めにかかわらず、受領者は、次

の各号に定める場合、可能な限り事前に開示者に通知した上で、当該秘密情報

等を開示等することができる。  

① 法令の定めに基づき開示等すべき場合  

② 裁判所の命令、監督官公庁またはその他法令・規則の定めに基づく開示等の

要求がある場合  

③ 受領者が、弁護士、公認会計士、税理士、司法書士等、秘密保持義務を法律

上負担する者に相談する必要がある場合  

7 本研究が完了し、もしくは本契約が終了した場合または開示者の指示があった

場合、受領者は、開示者の指示に従って、秘密情報等（その複製物および改変
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物を含む。）が記録された媒体、ならびに、未使用の素材、機器およびその他

の有体物を破棄もしくは開示者に返還し、また、受領者が管理する一切の電磁

的記録媒体から削除するものとする。なお、開示者は受領者に対し、秘密情報

等の破棄または削除について、証明する文書の提出を求めることができる。  

8 受領者は、本契約に別段の定めがある場合を除き、秘密情報等により、開示者

の知的財産権を譲渡、移転、利用許諾するものでないことを確認する。  

9 本条は、本条の主題に関する両当事者間の合意の完全なる唯一の表明であり、

本条の主題に関する両当事者間の書面または口頭による提案その他の連絡事項

の全てに取って代わる。  

10 本条の規定は、本契約が終了した日からさらに 5年間有効に存続するものとす

る。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 相手から開示提供等を受けた秘密情報等の管理方法に関する条項である。  

  

＜解説＞  

従前に締結した秘密保持条項との関係整理   

⚫ 秘密保持契約やＰｏＣ契約に引き続いて共同研究開発契約を締結する場合、共同研究開発契

約よりも前に締結した契約における秘密保持条項と共同研究開発契約における秘密保持条項

の関係が問題となる。  

⚫ 共同研究開発契約においては新たな秘密保持条項を設けずに既存の（従前の契約で定めた）

秘密保持条項が引き続き適用されるとすることもあるが、本モデル契約においては共同研究

開発契約で新たに定める秘密保持条項が、既存の秘密保持条項を上書きすることとしている

（本条 9 項）。  

⚫ 共同研究開発契約において、既存の秘密保持条項とは異なる内容の秘密保持条項を設ける

場合は、特にそれらの優先関係に留意しなければならない。  

  

秘密情報の定義（秘密である旨の特定の要否）  

⚫ 秘密情報の定義については、当事者間でやりとりされる情報を包括的に対象とする場合と、個

別に秘密である旨の特定を要求する場合があるが、本モデル契約では、様々な情報、データ、

素材等がやりとりされることが多い共同研究開発段階において、秘密である旨の特定を忘れる

ことによるリスクが大きいと考え、秘密である旨の特定を要さない前者を採用している。  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 第 1 項の「以下「本目的」という」との文字を削除した。 

②ポイント・解説について 

⚫ 追記・変更なし。 
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⚫ 他方で、秘密情報を「一切の情報」と包括的に定義すると、範囲が広過ぎるとして有効性が争

われ、逆に保護の範囲が狭まってしまう（秘密情報とは保護に値する情報を意味すると限定解

釈される）リスクが発生する。このリスクを排除するためには、「秘密を指定」する条文を採用す

ればよい。 

⚫ なお、「秘密を指定」する条文オプションとその背景となる秘密情報の範囲に関する考え方につ

いては、「秘密保持契約」のモデル契約書に詳細に解説しているため、そちらも参考にされた

い。  

  

秘密情報の定義（秘密情報に有体物を含めるか否か）   

⚫ 共同研究開発では、無体物である情報やデータに加え、有体物である素材それ自体がやり取

りされることが多いところ、この素材は、当事者にとっては秘密情報と同様の重要性を持つもの

である。そこで、本モデル契約では、素材を含む有体物をも保護することとし、有体物を含む保

護の対象全体を「秘密情報等」と整理している。  

⚫ また、本モデル契約では、秘密情報等に「別紙●●に列挙のもの・・・を含む」という文言を入れ

ることで、特に秘密情報等として保護すべきものが（別紙に列挙することで）秘密情報等の範囲

から漏れることを防止できる立て付けにしている。  

⚫ さらに、本モデル契約では、「本契約締結の前後にかかわらず」の文言を入れることで、締結前

の秘密情報も保護の対象となることを明らかにしている。  

  

  



  38  

◼ 12 条（成果の公表）  

第 12条 甲および乙は、第 11条で規定する秘密保持義務を遵守した上で、本研

究開始の事実として、別紙●●に定める内容を開示、発表または公開すること

ができる。  

2 甲および乙は、第 11条で規定する秘密保持義務および次項の規定を遵守した

上で、本研究の成果を開示、発表または公開すること（以下「成果の公表等」

という。）ができる。  

3 前項の場合、甲または乙（以下「公表希望当事者」という。）は、成果の公表

等を行おうとする日の 30 日前までに本研究の成果を書面にて相手方に通知

し、甲および乙は協議により当該成果の公表等の内容および方法を決定し、相

手方の同意を得ずに公表してはいけない。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 共同研究開発の開始および成果の公表の手続きについて定める規定である。  

  

＜解説＞   

⚫ まず、共同研究開発を開始した事実については、契約締結の時点で具体的な公表内容を合意

し、それを記載した別紙を契約書に添付しておくことが望ましい。  

⚫ 共同研究開発の成果の公表については、秘密保持義務を遵守することはもちろん、成果につ

いて事前通知の上、公表内容について協議を行うべきこととした。秘密保持の観点および特許

などの新規性を確保するため、公表内容と公表時期を慎重に検討しなければならない。双方

が合意したうえではじめて公表できると約定したほうがよい。  

⚫ スタートアップは、資金調達などの観点からピッチイベントなどを行うことが多い。このようなピッ

チイベントにおいて研究の開始や成果についてプレゼンすることも本条の「公表」に該当するた

め、本条の手続きに則って進める必要がある。  

   

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 第 3 項に公表の際の相方同意の必要性を追記した。 

②ポイント・解説について 

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 13 条（第三者との競合開発の禁止）  

第 13 条 甲および乙は、本契約の期間中、相手方の文書による事前の同意を得

ることなく、本製品と同一または類似の製品（本素材を配合した樹脂組成物か

らなる自動車用のライトカバーを含む。）について、本研究以外に独自に研究

開発をしてはならず、かつ、第三者と共同開発をし、または第三者に開発を委

託し、もしくは第三者から開発を受託してはならない。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ いわゆる競業避止義務を定める条項であり、具体的には、本モデル契約の期間中の第三者と

の競合開発を禁止する規定である。  

  

＜解説＞  

⚫ 本モデル契約の期間中に、競業他社とも類似の共同研究開発がされ、そちらで成果物を特許

出願されてしまうリスクがあるため、本条を定めることは重要である。  

  

【コラム】競業避止の範囲  

⚫ 競業避止の範囲について、本モデル契約では「本製品と同一または類似の製品」としている

が、「本研究と同一または類似のテーマ」などと定められることもある。  

⚫ 「本製品」や「本研究のテーマ」の定義が曖昧であると、広汎な研究領域が競業避止の名の下

に禁止されてしまい、当事者によっては大きなリスクとなる。他方、「本製品」や「本研究のテー

マ」の定義が狭すぎると、本来禁止したい領域が禁止できないというリスクが生じる。  

⚫ 競業避止義務違反に関する紛争においては、上記の「類似」の範囲が問題となることが多い。

したがって、別紙等で「類似」の範囲をより具体的に定める（「①○○、② △△、③□□を全て

備える製品は本製品と類似しているものとする」など）ことも検討すべきである。  

⚫ さらに、禁止の範囲を「類似」（技術的に近似していること）に限定すべきかという論点もある。

たとえば、技術的には異なっていても、同じ市場にあり競合する製品（例：白熱電球と LED）も

競合避止の範囲に含めるべきか、という問題である。  

   

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 14 条（第三者との間の紛争）  

第 14条 本研究に起因して、第三者との間で権利侵害（知的財産権侵害を含

む。）および製造物責任その他の紛争が生じたときは、甲および乙は協力して

処理解決を図るものとする。  

2 甲および乙は、第三者との間で前項に定める紛争を認識した場合には速やか

に他方に通知するものとする。  

3 第 1項の紛争処理に要する費用の負担は以下のとおりとする。  

① 紛争の原因が、専ら一方当事者に起因し、他方当事者に過失が認められない

場合は当該一方当事者の負担とする。  

② 紛争が当事者双方の過失に基づくときは、その程度により甲乙協議の上その

負担割合を定める。  

③ 上記各号のいずれにも該当しない場合、甲乙協議の上その負担割合を定め

る。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 研究開発時に起こりうる第三者との主なトラブルは、知的財産権等の権利の侵害または製造

物責任に関するものである。本条はこのようなトラブルが発生した場合の両当事者の責任と費

用負担について定めた規定である。  

  

＜解説＞  

⚫ 開発委託の場合には、開発者側に、成果物が第三者の知的財産権を侵害しないことの表明保

証を求める場合も少なくないが、本件は両当事者の知見を合わせて成果物の創出に向けて取

り組む共同研究開発であるから、第三者の知的財産権の侵害が発覚した場合には、両者協力

して処理解決することとし、紛争を認識した場合は他方に速やかに通知することとしている。  

⚫ 責任と費用は、紛争の原因がある当事者の負担とし、当事者双方の過失による場合には過失

の度合いにより協議の上負担する旨規定している。  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 15 条（権利義務譲渡の禁止）  

第 15 条 甲および乙は、互いに相手方の事前の書面による同意なくして、本契

約上の地位を第三者に承継させ、または本契約から生じる権利義務の全部もし

くは一部を第三者に譲渡し、引き受けさせ、もしくは担保に供してはならな

い。  

 

 

 ＜ポイント＞  

⚫ 契約の権利義務譲渡の禁止に関する一般的な規定である。  

 

＜解説＞  

⚫ 共同開発の場合、相手当事者の技術力などを事前に総合的に考慮したうえ、共同開発関係を

締結することを決めることは通常である。契約権利義務を譲渡できれば、契約当事者が変更さ

れることになり、契約締結の基礎にもなる相手当事者に対する信頼がなくなる。よって、権利義

務譲渡の禁止を約定したほうがよい。  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 16 条（解除）  

第 16 条 甲または乙は、相手方に次の各号のいずれかに該当する事由が生じた

場合には、何らの催告なしに直ちに本契約の全部または一部を解除することが

できる。  

① 本契約の条項について重大な違反を犯した場合  

② 支払いの停止があった場合、または競売、破産手続開始、民事再生手続開

始、会社更生手続開始、特別清算開始の申立てがあった場合  

③ 手形交換所の取引停止処分を受けた場合  

④ 本単独発明または本発明に関する知的財産権の有効性を争った場合  

⑤ その他前各号に準ずるような本契約を継続し難い重大な事由が発生した場合  

2 甲または乙は、相手方が本契約のいずれかの条項に違反し、相当期間を定めて

なした催告後も、相手方の債務不履行が是正されない場合は、本契約の全部ま

たは一部を解除することができる。  

 

  

＜ポイント＞  

⚫ 契約解除に関する一般的な規定である。  

⚫ 4 号においては、ライセンス対象となっている本発明に関する知的財産権およびライセンス対

象となりうる本単独発明に関する知的財産権の有効性を争った場合には、本モデル契約を解

除できることとしている（いわゆる不争条項）。  

  

＜解説＞  

⚫ 以下のように、いわゆるチェンジオブコントロール（COC）が解除事由として定められることがあ

る。しかし、そうすると、M＆A が解除事由となりかねず、上場審査やデューデリジェンスにおい

てリスクと評価され得る。  

⚫ したがって、スタートアップとしては、解除事由に COC が含まれている場合、それによる支障を

説明し、削除を求めることを検討すべきである。  

  

【解除事由として定められる COC の例】  

他の法人と合併、企業提携あるいは持ち株の大幅な変動により、経営権が実質的

に第三者に移動したと認められた場合  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 追記・変更なし。 

②解説について 

⚫ 不争条項に関するコメントを追記する。 
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不争条項と中国の関連規定 

⚫ 中国では、｢技術契約紛争事件審理の法律適用における若干問題に関する最

高裁判所の解釈｣第 10 条によれば、技術の譲受側が契約の目的である技術

の知的財産権の有効性に対し異議を申し立てることを禁止する又は異議申立

に条件を付加する条項（いわゆる不争条項）は､民法典 850 条の｢技術の違法

独占｣に該当し、関係約定が無効である。よって、本単独発明及び本発明につ

いてのライセンスに関する本条４号の不争条項は無効であると判断されるおそ

れがある。 

参照： 

中国｢技術契約紛争事件審理の法律適用における若干問題に関する最高裁判所

の解釈｣ 

第十条下記の状況は、民法典 850 条の｢技術の違法独占｣に該当する。 

① 契約対象技術の改良､又は改良した技術の使用を制限する条項、または双方

は改良技術を交換する条件が平等ではない。一方が自ら改良した技術を無償

で相手方に提供するよう要求し、お互いに有利な条件ではなく相手方に譲渡

し、改良技術の知財権を無償で独占または共有することを含む。 

② 他の供給先からの技術に類似し又は競合する技術の取得を制限する条項 

③ 市場ニーズに基づき合理方式で契約対象技術の実施を妨害し、契約対象技

術製品の製造数、品種、または販売価格、販売ルート、輸出市場に明らかに

不合理的に制限することを含む。 

④ 技術の実施にとって必須でない技術､原料､製品､設備またはサービス、人員

の購入を要求する条項 

⑤ 原材料､部品､製品または設備を購入するルートへの不合理な制限に係る条

項 

⑥ 技術の譲受側が契約の目的である技術の知的財産権の有効性に対し異議を

申し立てることを禁止する又は異議申立に条件を付加する条項 
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◼ 17 条（期間）  

第 17条 本契約の有効期限は本契約締結日から 1年間とする。本契約は、当初期

間や更新期間の満了する 60 日前までにいずれかの当事者が更新しない旨を

書面で通知しない限り、さらに 1年間、同条件で自動的に更新される。  

2 乙は、本研究が技術的に見て成功する可能性が低いと合理的に判断されるま

たは事業環境が変化し本研究の事業化が困難であると合理的に判断される等

の合理的理由がない限り、前項に定める更新を拒絶することができない。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 契約の有効期間を定めた一般的条項である。  

  

＜解説＞  

⚫ 共同研究開発契約の有効期間は、「1 年間」などの具体的な期間を定めるケースや開発の進

捗を終了条件として定めるケースなどがあるが、いずれのケースにおいても契約の終了時期

が明確に分かることが重要である。  

⚫ 本条 2 項は、事業会社が更新を拒絶できる場合を、本研究の成功や事業化が困難と判断さ

れるような合理的理由がある場合に限定している。事業会社との共同研究開発が継続してい

ることが、スタートアップの資金調達における VC 側の考慮要素となり得るため、事業会社側

からの合理性のない更新拒絶を防止する趣旨である。  

⚫ このような「合理的理由」は、様々なものが考えられるため契約締結時点で一義的に定めるこ

とは困難である。もっとも、研究テーマによっては更新拒絶を可能とすべき具体的な数値基準

を定めることもできよう。当事者間のトラブルを避ける観点からは、可能であれば、そのような

具体的な基準を定めておく方が望ましい。 

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 18 条（存続条項）  

第 18条 本契約が期間満了または解除により終了した場合であっても第 7条（知

的財産権等の帰属および成果物の利用）ないし第 11 条（秘密情報、データお

よび素材等の取扱い）、第 12条（成果の公表）、第 14条（第三者との間の紛

争）、第 19条（損害賠償）、第 20条（通知）、第 21条（準拠法および紛争解決

手続き）および第 22条（協議解決）の定めは有効に存続する。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 契約終了後も効力が存続すべき条項に関する一般的規定である。  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 第 11 条を存続条項に追加した。 

②ポイント・解説について 

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 19 条（違約責任）  

第 19 条 甲および乙は、本契約の履行に関し、相手方が契約上の義務に違反し

または違反するおそれがある場合、相手方に対し、当該違反行為の停止または

予防および原状回復の請求とともに損害賠償を請求することができる。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 契約違反が生じた場合に違反行為の停止等および損害賠償請求ができることを規定している

条項である。  

  

＜解説＞  

⚫ 損害賠償責任の範囲・金額・請求期間は、本研究の内容やコストの負担、委託料の額等を考

慮してスタートアップと事業会社の合意により決められる。例えば、損害賠償額の上限を、研究

成果に対する報酬の総額とすることが考えられる。  

⚫ 本研究は、損害立証が困難な秘密情報を取り扱うものであり、かつ、収益性が不明確な研究

開発段階の契約であることから、本条では、損害賠償請求だけでなく違反行為の停止または

予防および原状回復の請求が行えることとしている。具体的には、特定の行為を求める仮処

分や訴訟手続きなどを行うこととなる。  

 

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 追記・変更なし。 

②ポイント・解説について 

⚫ 損害賠償請求における立証の困難性から、違約金条項を設けるオプションを

提案している。 

⚫ 損害賠償を請求するためには、損害発生および損害金額を立証する必要がある

が、特にクロスボーダーの共同研究開発である場合、相手方の国・地域における

立証は困難を伴う。 

⚫ それに対して、違約責任として、違約金を約定することも考えられる。違約行為に

よって異なる違約金を設定してもよい。 

⚫ また、違約行為により生じた損失が違約金より多い場合、不足の部分について

損害賠償を請求できるとの内容を規定すれば、契約を守る当事者の利益をより

適切に確保できる。 
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◼ 20 条（通知）  

第 20 条 本契約に基づく他の当事者に対する通知は、本契約に別段の規定がな

い限り、すべて、他方当事者に書面または各種記録媒体（半導体記録媒体、光

記録媒体および磁気記録媒体を含むが、これらに限らない。）を直接交付し、

郵便を送付し、または他方当事者が予め了承する電子メールもしくはメッセー

ジングアプリを利用して電磁的記録を送信することにより行うものとする。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 本モデル契約における通知方法の原則を定めた規定である。書面だけでなく USB メモリなどの

媒体によるやり取りも可能とし、また、郵便やファックスに加え、相手方が了承すれば電子メー

ルやメッセージングアプリでの通知も認める規定としている。  

  

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 21 条（準拠法および紛争解決手続き）  

第 21 条 本契約に関する紛争については、日本国法を準拠法とし、●地方裁判

所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。  

＜変更オプション A：被告地主義＞ 

第 21 条 本契約に関する紛争については、甲（ケース１）/乙（ケース２）が

被告となる場合は、日本国法を準拠法とし、●地方裁判所を第一審の専属的

合意管轄裁判所とする。 乙（ケース１）/甲（ケース２）が被告となる場合

は、中華人民共和国法を準拠法とし、●●人民法院を第一審の専属的合意管

轄裁判所とする。 

＜変更オプション B：主に開発を行う場所＞ 

第 21 条 本契約に関する紛争については、 

（ケース１）中華人民共和国法を準拠法とし、●●人民法院を第一審の専属的

合意管轄裁判所とする。 

（ケース２）日本国法を準拠法とし、●地方裁判所を第一審の専属的合意管轄

裁判所とする。 

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 準拠法および紛争解決手続きに関して裁判管轄を定める条項である。  

  

＜解説＞  

⚫ クロスボーダーの取引も想定し、準拠法を定めている。  

⚫ 紛争解決手段については、上記のように裁判手続きでの解決を前提に裁判管轄を定める他、

各種仲裁によるとする場合がある。  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 準拠法について、執行性を考慮して被告地主義等に基づくオプションを追加

している。 

⚫ 仲裁条項について、仲裁地としての香港の例示及び被告地主義等に基づく

オプションを追加している。 

②ポイント・解説について 

⚫ 準拠法、調停及び国際仲裁についての解説を追加している。 
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⚫ 中国企業と日本企業との共同開発であっても、JPO モデル契約書のように、日

本国法を準拠法とし、日本の裁判所を管轄裁判所として約定することは、中国の

法律規定に違反せず、有効な約定である。 

⚫ しかし、日本と中国の間では判決執行協力条約が存在しないため、日本裁判所

による判決は中国で強制執行できない。よって、契約紛争について、日本の判決

を中国で執行できない虞があることを留意すべきであり、好ましいとは言えない。 

⚫ したがって、オプション１として、被告地主義の条項を追加した。 

⚫ また、オプション２として、本研究について、主に Y 社（乙）の場所で進める前提で

あれば、契約の履行地と密接関係地は Y 社の所在地であると考える。証拠収

集、訴訟便利と判決執行の面から、Y 社の所在地裁判所を管轄地とする約定す

るとも考えられる。 

⚫ なお、日本国法を準拠法とする場合であっても、本契約の履行などは中国の強

制法律法規を違反することはできない。例えば、技術輸出入に該当するため、中

国の「技術輸輸入管理条例」などの法律法規を遵守しなければならない。 
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【変更オプション条項 1：知財調停】  

第 21 条 本契約に関する知的財産権についての紛争については、日本国法を準

拠法とし、まず［東京・大阪］地方裁判所における知財調停の申立てをしなけ

ればならない。  

2 前項に定める知財調停が不成立となった場合、前項に定める地方裁判所を第一

審の専属的合意管轄裁判所とする。  

3 第 1 項に定める紛争を除く本契約に関する紛争については、日本国法を準拠

法とし、第 1項に定める地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。  

 

＜解説＞  

⚫ 紛争解決手段について、どの裁判管轄ないし紛争解決手段が適切かは一概には決められ

ず、当事者の話し合いで決定するのが望ましい。話し合いによる解決を目指す場合、東京地方

裁判所および大阪地方裁判所において創設された知財調停を利用することが考えられる。  

⚫ 「知財調停」は、ビジネスの過程で生じた知的財産権をめぐる紛争を取り扱う制度であり、仲裁

手続き同様、非公開・迅速などのメリットがあるだけでなく、専門的知見を有する調停委員会の

助言や見解に基づく解決を行うことができ、当事者間の交渉の進展・円滑化を図ることができ

るというメリットがある。  

⚫ 運用面では、原則として、3 回程度の期日内で調停委員会の見解を口頭で開示することによ

り、迅速な紛争解決の実現を目指すとされており、迅速に解決でき、コストや負担を軽減できる

可能性がある。  

⚫ 知財調停を利用するためには、東京地方裁判所または大阪地方裁判所いずれかを，合意によ

り調停事件の管轄裁判所とする必要がある。  

⚫ 知財調停は、当事者双方が話合いによる解決を図る制度であるため、当事者が合意できず調

停不成立となった場合は、訴訟等の手続きにより別途紛争解決が図られることとなる。  

⚫ また、仲裁手続きは、裁判と比べて非公開・迅速などのメリットもあることから、スタートアップの

ような事案では、本条に変えて下記のような仲裁条項に変えるという選択肢もある。  
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⚫ 訴訟と同様に、日本の裁判所における民事調停の和解結果について中国では

執行力を持たない、つまり、民間調停による通常の和解と同様の効果しか得られ

ないことに留意すべきである。 

⚫ 中国で知財調停の申立をする場合、裁判所に提訴してから、知財調停を申し立

てることができるし、裁判の全過程の何時の時点でも調停を申し立てることが可

能である。裁判所のほか、直接所在地の人民調停委員会に調停を申し立てるこ

とができる。2019 年 12 月 6 日中国特許保護協会は、中国特許保護協会標準

「知識産権紛争調停管理規範」を発布した。

（http://www.ppac.org.cn/news/detail-203.html）当該規範は、人民調停委員会

が知的財産権紛争（知的財産権関連の契約紛争、権利所属、侵害紛争及びそ

れに関連する競争紛争等が含まれる）の関係者が調停を申請する場合や関係

当事者が調停に同意する場合に適用される。規範には、知的財産権紛争の調停

に関する基本原則、受理、企画、実施、書類管理などについて定めている。 
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【変更オプション条項 2：仲裁】  

＜変更オプション A：第三国・地域＞ 

第 21 条 本契約に関する一切の紛争については、日本国法を準拠法とし、（仲裁

機関名：（例）香港国際仲裁センター）に付託し、（仲裁規則：（例）香港国際仲

裁センターの仲裁規則、UNCITRAL仲裁規則など）に従って、仲裁地として（都

市名：（例）中国香港特別行政区）において仲裁により終局的に解決されるもの

とする。手続言語は英語とする。  

＜変更オプション B：被告地主義＞ 

第 21 条 本契約に関する一切の紛争については、甲（ケース１）/乙（ケース

２）が被申立人となる場合は、日本国法を準拠法とし、（仲裁機関名：日本の

仲裁機関名）に付託し、（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL 仲裁

規則など）に従って、仲裁地として日本国東京都において仲裁を行うものと

し、手続言語は日本語とする。乙（ケース１）/甲（ケース２）が被申立人と

なる場合は、中華人民共和国法を準拠法とし、（仲裁機関名：中国の仲裁機関

名）に付託し、（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL 仲裁規則な

ど）に従って、仲裁地として中華人民共和国●●市において仲裁を行うもの

とし、手続言語は中国語とする。いずれの場合も仲裁により終局的に解決さ

れるものとする。 

＜変更オプション C：主に開発を行う場所＞ 

第 21 条 本契約に関する一切の紛争については、 

（ケース１）中華人民共和国法を準拠法とし、（仲裁機関名：中国の仲裁機関）

に付託し、（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL 仲裁規則など）に

従って、仲裁地として中華人民共和国●●市において仲裁により終局的に解

決されるものとする。手続言語は中国語とする。 

（ケース２）日本国法を準拠法とし、（仲裁機関名：日本の仲裁機関）に付託

し、（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL 仲裁規則など）に従っ

て、仲裁地として日本国東京都において仲裁により終局的に解決されるもの

とする。手続言語は日本語とする。 

 

＜ポイント＞  

⚫ 紛争解決手続きとして仲裁を指定する条項である。  

 ＜解説＞  

⚫ 仲裁手続きは、裁判と比べて非公開・迅速などのメリットもあることから、スタートアップのような

事案では、本条に変えて仲裁条項に変えるという選択肢もある。 
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⚫ 紛争の解決方法としては、訴訟か仲裁を選ぶことができるが、訴訟は裁判

所で、仲裁は仲裁機関で審議するが、それぞれメリット・デメリットがあ

る。 

⚫ 訴訟：メリットとしては、一裁終局ではなく、控訴や上訴が可能であるの

で、不利な一審結果があれば、またチャンスがある。最終結果の公平性な

どを確保できる。デメリットとしては、時間と費用が掛かるが、日中間、

判決の承認と執行に関する協力条約がまだないので、日本/中国裁判所の判

決は中国/日本で執行できない。 

⚫ 仲裁：メリットとしては、一裁終局なので、より迅速であり、また裁判と

比べて非公開である。しかも、日中間、仲裁裁決の承認と執行に関する協

力条約があるので、日本/中国仲裁機構の裁決は中国/日本で執行できる。

デメリットとしては、一裁終局なので不利な仲裁裁決が出ても不服申立て

ができない。 

⚫ 仲裁地と仲裁機構の選択について、外国の仲裁機関による紛争解決を約定す

ることは中国法に違反しない。日本の判決は中国で執行できないが、日中

両国はニューヨーク条約（外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約）の

締約国であるため、日本など外国の仲裁裁決について、中国の裁判所に執

行を申請できる。よって、執行性に鑑みれば、仲裁を約定することは、訴

訟の約定よりメリットがある。 

⚫ なお、日本国法を準拠法とした場合、一方当事者が中国で訴訟を提起しよ

うとする場合、他方当事者は仲裁条項があるとの理由で管轄権異議を提出

できる。その際に、中国の裁判所は仲裁条項が有効であるかどうかを審査

するが、仲裁条項有効性の準拠法（契約紛争の実体準拠法ではなく仲裁合

意準拠法）に関する明確の約定がなければ、約束した仲裁地の法律に基づ

き判断し、仲裁地を明確に約定しない場合、裁判地の法律に基づき判断す

る。 

⚫ よって、仲裁地を明確に約定することは重要であり、かつ、仲裁地の法律

に基づき、同仲裁条項が有効であることを確保することも重要である。 

（次頁に続く） 
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⚫ 仲裁地については、日本、中国（例えば、北京、上海）、被告地主義などの

他、公平性を期待できる第三国・地域を仲裁地とすることも想定すべきで

ある。中国内地の仲裁機構による裁決は中国で強制執行する際に、外国仲

裁機構による裁決の執行より便利である。また、アジア地域における国際

仲裁の実績は香港及びシンガポールの評価が高い。 

⚫ このうち香港については、仲裁判断の執行について中国で「最高人民法院

关于内地与香港特别行政区相互执行仲裁裁决的安排」（2000 年）及び「最高

人民法院关于内地与香港特别行政区相互执行仲裁裁决的补充安排」（2020

年）が定められ、2021 年の中国十四次五か年計画において「香港を国際紛

争解決センター」とする方向性が示されており、中国との国際紛争解決に

おいて、香港の仲裁機関を選択し、香港を仲裁地とすることは一考に値す

る（下記参照）。ただし、中国内地の裁決の執行手続きと比べれば多少複雑

となる。 

（参照）JETRO 地域・分析レポート 

「グローバルな知財紛争解決に「香港仲裁」の魅力」（2022 年 2 月 8 日） 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2022/ef2bb3bd14e4aca6.html 

⚫ なお、仲裁地（seat of arbitration）とは、仲裁判断が下されたとみなさ

れ、かつ仲裁手続きを監督し、仲裁に関連して提起された訴訟を受理する

権利などの管轄権を有する裁判所の所在する場所であり、仲裁の審理手続

きなどが実際に行われる場所（venue of arbitration）や、仲裁を管理す

る仲裁機関（arbitral institution）とは、異なる概念であることに注意

されたい。 

⚫ オプションでは、主に仲裁地について着目し、A:第三国・地域（香港等を想定）、

B：被告地主義、C: 主に開発を行う場所としたが、これ以外にも、準拠法・手続言

語・仲裁機関・仲裁人の人数や国籍（本条項案では定めていない）等についても

仲裁条項の交渉対象となりうる。 

⚫ 例えば準拠法について、オプション A では日本国法としたが、本件が知的財産権

に関連する契約であることを踏まえると、主な紛争対象となる知的財産権の発生

根拠となる国・地域の法律を準拠法とすること、つまり、仲裁地を第三国・地域と

しつつもオプション B や C のように準拠法のみを被告地主義や主に開発を行う

場所（契約履行地や証拠収集の観点）に基づいた条項とすることも一案である。 

⚫ 仲裁規則については、仲裁機関の規則もしくは UNCITRAL（国連国際商取引

法委員会）仲裁規則を用いることが一般的である。 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2022/ef2bb3bd14e4aca6.html
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◼ 22 条（協議解決）  

第 22 条 本契約に定めのない事項または疑義が生じた事項については、甲乙は

友好的に誠実に協議の上解決する。協議を経ても解決できない場合、何れか

の当事者は前条に従い、紛争解決を求めることができる。 

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 協議解決の一般規定の条項である。  

 

＜解説＞  

 

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 協議を経ても解決できない場合に前条での紛争解決手続きに進むことを明

確化している。 

②ポイント・解説について 

⚫ 協議と紛争解決手続きの関係について解説している。 

⚫ 通常、本契約に定めのない事項または疑義が生じた事項がある場合、まずは当

事者双方の協議で解決する。そして、協議によって解決できない場合には、準拠

法を利用して、法的アクションを通じて解決することになる。よって、第 22 条と第

21 条の順番を変更することも考えられる。 



  56  

◼ 契約言語 

本契約締結の証として、中国語と日本語でそれぞれ本書 2 通を作成し、甲、

乙記名押印の上、中国語と日本語の各 1 通を保有する。また、日本語版、中

国語版のいずれも正本とする。ただし、両言語版で解釈等につき相違が発生

した場合は、日本語版に従う。 

 

 

＜解説＞  

 

 

  

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

①条文について 

⚫ 中国語と日本語を締結する旨を追記している。 

②解説について 

⚫ 日中企業間の契約の言語、効力を追記している。 

⚫ 日中企業間の契約として、契約の言語、効力について約束することもある。将来紛

争解決の必要性に応じても、実効性のある契約書を締結するのであれば、お互い

の母国語である「日本語及び中国語で契約書を締結することが、最も適切と考え

る。両言語で契約を締結する場合、どちらを正本とするか、何れも正本となる場

合、どちらに準することを明確に約定したほうがよい。 

参照： 

日本の「民事訴訟規則」第 138 条１項 

「外国語で作成された文書を提出して書証の申出をするときは、取調べを求める部

分について、その文書の訳文を添付しなければならない。」 

中国の「民事訴訟法の適用に関する解釈」第 527 条 1 項 

「当事者が人民法院に提出する書面の資料が外国語である場合、同時に人民法

院に中国語翻訳文を提出しなければならない。」 
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◼ その他のオプション条項   

◼ 協議会の設置  

1 甲および乙は、本研究の効率化および甲乙間の合意形成を容易にするため、

甲乙各々から選ばれた委員からなる協議会を設ける。  

2 甲および乙は、自らが選任した協議会の委員の変更・追加・削減を行う場合

は、その変更・追加・削減に関わる委員の名前と共にその旨を相手方当事者

に連絡する。  

3 協議会での決定は、全委員の合意により行われる。協議会において全委員の

合意が得られず決定ができなかった問題は、甲および乙の最高責任者間の協

議により決められる。  

4 協議会は、次の事項について決定を行う。  

（1）本研究の具体的な遂行方法  

（2）各当事者への担当業務の進捗状況  

（3）本研究の遂行方法またはスケジュールの変更  

（4）本研究が事業化した際の当事者の権利  

（5）本研究の内容変更または中止  

（6）その他協議会が定める事項  

5 甲および乙は、本契約の目的を達成するために、定期的に（少なくとも 3 か

月に 1回）または必要に応じて、協議会を開催して、甲および乙が行う本研

究の成果の報告を受けると共に、前項に挙げられた事項について協議決定す

る。  

6 協議会の議事は、その都度、議事録その他の書面により合意する。  

7 第 3 項によっても協議が調わない場合、各当事者は、書面によって相手方に

相当期間を定めて通知することにより、本契約を将来に向かって解除するこ

とができる。この場合、両当事者は当該解除までの担当業務の報告を行う。  

 

 

＜ポイント＞  

⚫ 当事者同士の協業を円滑にするために、情報交換や進捗方法の調整を行うための会議の開催につ

いて定める規定である。  
  

＜解説＞  

⚫ オープンイノベーションにあたっては、慎重に進めたい事業会社側のスピード感と手元資金が尽きる

までの限られた期間の中で迅速に進めたいスタートアップ側のスピード感が合わず、アライアンスが

うまくいかないケースが少なくない。  

⚫ この課題を解決するために、協議会への出席者について、（特に事業会社側において）本研究につ

いて一定の決裁権をもったメンバーを入れることを義務化することも考えられる。  

 

 

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 追記・変更なし。 
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◼ 技術リスクに対する責任分担 

1 本契約の遂行の過程において、克服しかねる技術問題が生じることにより、研究

開発が失敗し、又は部分的に失敗した場合、当該失敗によるリスクは、乙が負担す

るものとする。乙はすでに支払った経費を甲に追及できず、甲の生じた本研究の経

費を支払うべきである。 

2 何れかの当事者が前項に掲げた研究開発の失敗又は部分的失敗をもたらし得る情

状を発見した場合は、適時に相手側の当事者に通知し、かつ損害を減少するための

措置を取るべきである。通知せず又は適当な措置と取らないため、損失を拡大させ

た場合、拡大の損失に対し、責任を負うものとする。 

 

 

＜ポイント＞  

 

 

＜解説＞  

 

＜JPO モデル契約書との相違点＞  

⚫ 項目自体を追加している。 

⚫ 研究開発が失敗、部分的に失敗した場合の責任負担に関する条項である。 

⚫ 本共同研究開発では、スタートアップが開発した技術を適用した新素材を利用し

て本研究開発を行う予定であるが、必ずしも成功できるとは限らない。そこで、万

が一研究開発が失敗、部分的に失敗した場合、双方ともに責任を帰すべきでは

ない状況において、紛争を防ぐため、あらかじめ研究開発が失敗した場合の責

任負担を規定することも一案である。 


